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　　　　大宮ソニックシティ

社団法人 日本原子力産業会議



無籍巧く：勘
　　　　　人網野赫も

東芝の技術者一人ひとりのおもいは安心して暮らせる環境と本当に

豊かな社会。私たちは21世紀の社会を支える安定した電力源原子力

の開発に全力で取り膨んでいます。

東芝の原子力事裁部は人間慰璽を墓恋として限りない技術遥新を進め

より良い地球環境の実現と社曾の発展に霞献します。

　株式会社東芝鋤システム社膳力麟部

〒105－8001東京都港区芝浦H－1謄話（03）3』5フー3705

　　　　〈電力システム社のホームページ＞
　　　　h塾tp：〃www3．tosiba．co，lp／power〆
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第35回原産年次大会予稿亭亭亭亭一覧（Changed　p。int：List　for　Abstract　of　papers）

項目（item） 変更前（bef・re　change） 変更後（after　change）

開会セッション
大会準備委員長講演

@末次　克彦

大会準備委員長講演

鮪沚歯F「21世紀のわが国原子力の課題と展望」

Openmng　Session

Lecture　by　Chairman　of　the　Preparatory　Conlmittee

jatsuhiko　Suetsugu

Lecture　by　Chair韮1an　of　the　PreParatory　Conlmittee

jatsuh玉ko　Suetsugu

@‘‘Challenging　Issues　and　Future　Perspectives

@　of　Nuclear　Energy　Utilization　in　Japan　for

@　the　21st　Century”

セッション1午後

発表順：

@1．N．アスキュー2．　P．ハウク3．　L．ボルショフ

@4．B．コンビ5．南直哉

発表順：

@1．N．アスキュー2．　P．ハウク3．　B．コンビ

@4．L．ボルショフ5．南直哉

Session　l　PM

Presentation　Order：

P．N．　Askew　2．　P．　Haug　3．　L．　Bolshov

S．B．　Comby　5．　Nobuya　Minami

Presentation　Order：

@1．N．　Askew　2．　P．　Haug　3．　B．　Comby

@4．L．　Bolshov　5．　Nobuya　Minami

セッション2
下平尾勲「地域振興から見た電源立地一消費地と
@　　　　　生産地の共生について」

下平尾勲「大都市消費地と地方の電力供給地
@　　　　　との共生」

セッション4 J．メリフィールド
」．メリフィールド　「現在の社会経済環境における

@　　　　　　　　　原子力安全規制」

Session．4 Jeffery　S．　Merrifield

Jeffery　S．　Merrifield‘‘Regulating　Nuclear　Safety　in　To（iay’s　Socio－

@Economic　Envirollment”

24頁 B．コンビ「環境保護主義者の観点による原子力について」 B．コンビ「環境保護主義者からみた原子力」



［セッション2］

電力消費地として考えること

さいたま市助役　岩木　浩

1．環境共生都市　さいたま市を目指して

　　さいたま市の将来像は、「21世紀をリードするみどりの広域交

　　流・生活文化都市」としており、市民生活の基本目標の一つとして

　　「環境共生都市の形成」を掲げています。

2．アンケート調査に見る環境問題への関心

　　昨年、市民・小学生・事業者に対し、環境問題に対する意識調査

　　を実施しましたので、その概要を少し紹介します。

3．省エネルギーへの取り組み

　　「さいたま市地球温暖化対策実行計画」を平成13年度に策定をし

　　ましたが、節電など各種省エネルギーの取り組みを進めて参りま

　　す。

4．理解を深めるために

　　電力消費地としてまず行なうべきことは、省エネに尽きますが、

　　エネルギー問題全般に関する正確な理解も必要とされています。



［セッション2］

　　　　　　　　大都市圏と原子力施設立地地域の課題

　　　　　　　　　　　新潟県柏崎市長　西川　正純

　　　　　～籠に乗る人　担ぐ人　そのまた草鮭を作る人～

　1．「石油」から「原子力」のまちへ、苦闘の中の柏崎100年の軌跡

　2．建設は終った。しかし今なお揺れ続ける地元

　3．原子力発電は、エースかそれとも鬼っこか

　4．日本人と原子力、その近親憎悪

　5．にもかかわらず、今日も首都圏中心に惜し気もなく消費される電力

　6．そして、今日申し上げたいこと



［セッシ∋ン3］

改良型MOX燃料および将来の原子力システムの構想を含めた

プルトニウム利用の戦略と展望

J．ブシヤール　　フランス原子力庁（CEA）原子力開発局長

　世界的なエネルギー消費は、今後50年間に倍増が見込まれている。こうした

趨勢に大きな変化がなければ、化石燃料資源の枯渇、温室効果ガス成分の激増、

多くの国での深刻なエネルギー供給危機が早期に発生するのは必至である。エ

ネルギーの節約と再生可能エネルギーの開発以上に、原子力こそが、このよう

に増大した要求に対して維持可能な解決策を提供しうるものである。

　こうした状況下でフランス原子力庁（CEA）は将来に向けた原子力の研究

開発（R＆D）戦略を展開している。その目標のひとつは、現在の原子力施設

の最適化と展開にある。すなわち、原子力の研究開発により、現存の原子力施

設の競争力を高め、安全性を向上させなくてはならないのである。加圧水型炉

（PWR）は、新たな原子炉設計（欧州加圧水型炉／EPR）と、運転中の原子

力発電所の寿命延長により、将来的にさらに競争力を増すはずである。わがフ

ランスの政策では、PWRこそが今日のプルトニウム利用の主役であると考え

る。この役割は将来さらに拡大するはずであり、CEAとしては、　PWRを使

って新しい集合体の構成を使ってプルトニウムをマルチリサイクルし、その備

蓄量を安定化できる様々なオプションを研究中である。

　長期的な目標としては、次世代原子力システムの準備・評価がある。軽水炉

では最初の天然ウランの1％しか消費せず、燃料は照射後もエネルギー成分の

96％を保持している。また、タービンの効率も現在はまだ限られたものでしか

ない。この点、高速中性子炉には、同一特有の利点がある。ウランの潜在的エ

ネルギーのすべてが利用でき、高放射性・長寿命廃棄物の量を激減できること

である。わが国では、ナトリウムを冷却材に用いて、この高速中性子炉を徹底

的に研究し、その建設をおこなってきた。CEAは今後もこの分野で国際的な

研究開発を積極的に続けていく所存である。高速中性子炉技術以外では、高温

ガス冷却型原子炉（H：TGR）が有望となっている。　HTGRは構造が単純で

標準化が可能であり、したがって経済性が高い。また、優秀な受動的安全特性

と、不活性冷却剤の利点および高速スペクトル炉心の利用可能性を一元化する

こともできる。

　したがって、現在のCEAがその革新的な開発研究活動を傾注しているのは、
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ガス冷却炉（GCR）の開発と、燃料サイクル技術の広範な開発（燃料・燃料

サイクル、燃料素材、ヘリウムサーキットおよび技術）である。燃料サイクル

技術については、関連の主要な技術の開発や許認可取得を目標とし、2012年ま

でに初の順応型GCR実証炉の策定・製造をおこない、最初の一貫した燃料サ

イクル試験を実現する計画である。

　また、最適なウラン消費とプルトニウム再利用に関するこうした解決策は、

原子力活動が人体の健康や環境に与える影響への知識を拡大強化し、同時に、

高・低レベル放射性廃棄物（H：LWILLW）の最少化や管理に対して効率的か

つ容認できる解決策をもたらすことも目指して、調査研究が進められている。
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［セッション　4］

現在の社会経済環境における原子力安全規制

　　　　」．メリフイールド

米国原子力安全規制委員会（NRC）委員

　エネルギー市場の変化が原子力発電にどのような影響を及ぼしてき

たか、また原子力規制委員会（NRC）がこのような市場の変化にど
のように対応してきたかについて論じる。原子力発電を取り巻く社会

経済的な環境を形作っている主な要因は、エネルギー市場の規制緩和

の進展、ブッシュ大統領の国家エネルギー計画、原子力発電を取り巻

く規制環境の改善を目指した議会での法律制定である。

　規制緩和が産業界の各種の活動を誘発することになった。具体的に

は、①運転認可（ライセンス）の移転を必要とする企業の吸収・合併

②出力アップの要求③NRCの許認可手続きが効果的、効率的に行な
われるという保証一一だが、こうした活動は当然、当局による監督な

らびに認可を必要とするものであった。より予測しやすい規制と原子

力発電の経済性の向上が、運転認可の延長申請を誘発した。こうした

動きについて、それぞれ詳細に論じる。

　規制緩和に加えて、原子力発電を取り巻く政治環境もこの2年の間

に大きく変わった。こうした変化に応じて、米国の原子力産業界から

は、新規の原子力発電所を建設するという関心が表明されるようにな

った。その中でも、ドミニオン・エナジー社が新規原子力発電所を建

設するための候補サイトを公表するとともに、新しい許認可手続きの

手始めのステップとなる「事前のサイト許可」を取得する計画を発表

したことは大きな意味を持っている。こうした動き、ならびに新規原

子力発電所の許認可に備えたNRCとしての活動について論じる。



OPEMNG　SESSlON

遠山敦子氏略歴

1938年生まれ
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学　歴：

1962年3月

職　歴＝

1962年4月
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1977年9月
1980年6月
1982年7月
1985年7月
組88年6月
蓬989年4月

19窃年6月
1992年7月
1994年7月
1996年嘆月

扮96年6月
壕999無10月

2000年4月
200壌年4月

20α年4月

東京大学法学部卒業

文部省入省

1973年総理府に出向）

文部省学術国際局情報図書館課長

文部省ユネスコ團際部国際学術課長

部省初等中等教育局中学校教育課長

文部省高等教育局企画課長

文化庁文化部長

文化庁次長

文部省教育助成局長

部省高等教育局長

文化庁長官

文部省顧問

駐トルコ共和国大使

文化庁法論

国立西洋美術館長

独立行政法人国立美術館理事長

文部科学大臣

Atsuko稻oyama

Date　of　Bir亀h　December　10．1938

Educa藪on：

March正962　graduated　from　Dep麟鵬ent　of　Law，　U封iversity　of　Tokyo

Professional　Career

Apri玉1962

Apri壼1970

∫une　l980

July　l985

June　l　988

∫縫ae　1991

∫uly　1994

June　l　996

April　2001

April　2001

Official　of崩e　Minis£ry　o鉋ducatio践，　Science，　Sports　and　Culture（MESSC）

Official，　Prime　Minister’s　of薮ce

Dlrector，1航ernatio難al　Scientific　Affairs至）ivision，　Science　and

Intema縫onal　Affaifs　Bureau，　MESSC

Director，　Planning　Dlvlsion，　Higher　Education　B縫reau，　MESSC

Director－Genera豆，　C観lt礎al　Affa量rs　Departmen£，　Agencyξor　Cultural　Affairs

Direc£or－General，　Local　Educaξion　Support　B縫rea慧，　MESSC

CommlssioBer，　Agency　for　Cul範ural　A釜fairs

Ambassador　ExIraord圭nary　and　Plenipo重en重iary，　Embassy　of　Japan　in　Turkey

President，　Independent　Admin呈stra重ive王ns疵凱ion　Nat呈onal　Museum　of　Ar£

Mi熱is毛er　of　Education，　Culture，　Sporξs，　Science　a簸dτechnology



OPEiMNG　SESSION

松　あきら氏　略歴

紛47年生まれ
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学　歴：

1966年

職　歴

1966年
唾995：箪

壌998年

2001年

2002年

宝塚音楽学校卒

宝塚歌劇団入団（嘆982年退団）

参議院議員初当選

日本ユネスコ国内委員会委員

参議院議員再当選

参議院厚生労働委員会理事

参議院国民生活・経済に関する調査会理事

公明党女性局長

経済産業大臣政務官就任

Akira　Matsu

Date　of　Birth　December　3，1947

Educ飢ion：

1966graduated至rom　Takarazuka　Muslcal　Drama　Schoo1

Occup艮tio簸a璽Career：

1966　jo量ned　Takarazuka　Review　Company（19821eft　the　company）

1995

1998

2001

2002

elected　first　as　Member　of£he　House　oκouncillors（HC）

Member，∫apa鍛ese　National　Commisslon薪or　UNESCO

re－elec重ed　as　Mernber　of　the　HC

Direc亡or，　Committee　on　Health，　Welfare　and　Labour，　HC

Difector，　Research　Co孤mi重tee　on　Na芝ional　Llfe　and　Economy，　HC

Director，　Womenls　Bureau，　KoumeiIo

Pafliamentary　Secretary　fof　Economy，　Trade　a鶏d　Indus£ry
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岩　木　浩氏　略歴

1941年　生まれ
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職　歴1

1966年7月

1992年4月

1996年4月

1998年4月

組99年4月

2000年4月

2001年5月

2001年6月

千葉大学園芸学部卒

大宮市役所入職

建設局　都市計画部次長

周局　参事

局局　建築部長

事業局　西口開発部長

同局　理事

さいたま市理事兼大宮総合行政センター長

さいたま市助役

Hirosh藍夏waki

Da｛e　of　Blrth　July　8，1941

Educa｛io難：

March王964　graduated　from　Facuky　of｝｛orticukure，　Chiba｛J熱iversi£y

Occupationa玉Career＝

July圭966　joi薮ed　Omiya　Clty　Of窮ce

April藍992　Constmction　Bureau

April　1999　Enξerprlse　Bureau

May　2001　Dlrector　of　Saltama　Ci£y

June　2001　Dep疑ty　Mayor，　Saitama　Clty



艦喩幽
日本原子力産業会議会長　　　年次大会準備委員長

　　西澤　潤一　　　　　　　　末次　克彦

第35回原産年次大会

基調テーマ「政治・社会変化の中の原子カー今、試されるとき」

　わが国は、長い経済不況の中にあって、市場経済のグローバル化や地球環境問題など、

新たな課題に対応しなければならない状況にあり、政治経済等のあらゆる分野の構造を抜

本的に改革する必要性に迫られております。

　また、発電を始めとする原子力利用もこのような見直しと改革の中において、真価を発

揮し、力強い国民経済の構築へと貢献しうるよう、その開発と推進のあり方について、改

めて検討することが必要となっております。

　第35回目を迎える今大会は、このような状況を踏まえ、　「政治・社会変化の中の原子

カー今、試されるとき」を基調テーマとして、21世紀エネルギー政策における原子力の

位置付けとその果たす役割、大都市圏と原子力施設立地地域の人々が抱える課題とその解

決策、プルトニウムのリサイクル利用の意義新しい社会経済環境下における電力市場と

原子力発電の役割、新型炉開発の目標や計画およびわが国の高速増殖炉実用化戦略研究等

について、様々な角度から課題を掘り下げ、徹底的な意見交換と議論を行う大会にいたし

ます。

　また、従来にも増して、開かれた場とするため、広く一般の人や批判的な方にも参加し

ていただき、市民の意見交換の集いを開催いたします。
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第35圃原産韓四穴会プ國グラム

基調テーマ：政治・社会変化の申の原子カー今、試されるとき

開　催　日：2002年4月22日（月）～24日（水）

場　　所：大宮ソニックシティ・大ホール

4月22鑓（月） 4月23疑〈火〉 4月24日（水〉

受付開始（8：45～）

午
　
　
前

　　　開会セッション
@　　（9：30～11：00）

寥ｴ産会長所信表明
寳ｭ府代表者等挨拶

尅蜑?準備委員長講演

　　　セッション2
@　　（9：0◎～玉2：00）

蜩s市圏と原子力施設立地
n域の課題（パネル討論）

　　セッション4
@　（9：00～11：45）

Vしい社会経済環境下に

ｨける原子力発電の貢献
@　（パネル討論）

　セッション1・午前の部
@　　（n：15～圭2：30）

Q1世紀のエネルギー政策と
@　　原子力（講演）

　　昼休み
i11：45～12：45）　　　　午餐会

@　（12：王5～14：15）

iパ以ホテル大宮4FB一スリレーム）昼
　　昼休み
i12：30～14：00）

市民の意見交換の集い

柏崎市重要無形民俗文化財

@　「綾子舞」の公演：
原子力映画上映
@（13：00～）

　　（12：45～玉4：45）

iビル棟4F市民ホ轡ル）

セッション1・午後の部

午
　
　
後

　　　（14：00～17：00）

Q1世紀のエネルギー政策と
@　　原子力（講演）

　　　セッション3
@　　（14130～1713◎）

vルトニウムのリサイクル利

@　用をなぜ進めるのか

@　　（パネル討論）

　　セッション5
@（15：00～17：30）

ｴ子力技術の将来展望

齔V型療鰭謡こ
@　　（講演）

夕
　
　
刻

　　　レセプション

@　（17：30～19：◎0）

iパレスホテル大宮4Fロース’かム）

「一一一’一’一一一一’“『”’静樽輔”…葡’讐一曽一一帽朧響縣”厘”「

奄Q碍纏蔓葛獣ち集いii　（ビル棟4F市民ホール）1　　主催：ACT　for　E3i．＿＿＿＿一＿＿＿一＿一＿．脚＿＿」
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［第1日　4月露2日《月）］

　　　　　　　　受付開始（8：婆5～）
　　　　　　　於大宮ソニックシティ・大ホール

　　　　　　　開会セッション（9：3⑪覗1：⑪①

　〈議　　長〉　金　井　　　務　　（社）日本原子力産業会議副会長、（株）日立製作所会長

　原産会長所信表明

　　　西　澤　潤　一　　（社）日本原子力産業会議会長

　文部科学大臣所感

　　　遠山敦子文部科学大臣
　経済産業大臣所感

　　　松　あ　き　ら　経済産業大臣政務官
　埼玉県知事挨拶

　　　土屋義彦埼玉県知事
　大会準備委員長講演

　　　末次克彦アジア・太平洋エネルギーフォーラム代表幹事

　　　　　セッション1（午前の部）q1：15一丑2：鋤

　　　　　「21世紀のエネルギー政策と原子力」（講演）

〈議　長〉藤　　洋　作　　　関西電力（株）社長

　　「米国のエネルギー政策と原子力ルネッサンス」

　　J．コルビン　　米国原子力エネルギー協会（NEI）理事長

　　「原子力と持続可能な開発」

　　」．ブシヤール　　フランス原子力庁（CEA）原子力開発局長

　　柏崎市重要無形民俗文化財「綾子舞」の公演（13：15－13：45）

　　　　セッション1（午後の部）纏：0◎一17：⑪⑪）

　　　　　「21世紀のエネルギー政策と原子力」（講濁

〈議　　長〉　秋　元　勇　巳　三菱マテリアル（株）会長
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　　　　　　「英国の規制緩和市場でどのように原子力発電所の新規建設を達成するか」

　　　　　　N．アスキュー　英国原子燃料会社（BNFL）社長

　　　　　　「欧州の原子力：現実はイデオロギーを克服するか一原子力段階的廃止をめぐ

　　　　　　って」

　　　　　　P．ハウク　　欧州原子力産業会議（FORATOM）事務局長

　　　　　　「ロシアにおける原子力事情と今後の見通し」

　　　　　　L．ボルショフ　ロシア科学アカデミー付属原子力安全研究所所長、

　　　　　　　　　　　　　　ロシア科学アカデミー準会員

　　　　　　「環境保護主義者からみた原子力」

　　　　　　B．コンビ　　原子力を支持する環境主義者協会会長（フランス）

　　　　　　「21世紀のエネルギーと原子力」（仮題）

　　　　　　南　　　直　哉　　電気事業連合会会長、東京電力（株）社長

　　　　　　　　　　　　レセプション（亙7：3⑪一蹴⑪⑪）

　　　　　　　　　　於パレスホテル大宮4階「ローズルーム」

［第露日　4月篇3日《火》］

　　　　　　　　　　　　セッション2⑲：⑪⑪綴露1⑪⑪）

　　　　　　　　「大都市圏と原子力施設立地地域の課題（パネル討論）

　〈議　　長〉　森　鳥　昭　夫　　（財）地球環境戦略研究機関理事長

　〈基調講演〉

　　　　　「地域振興から見た電源立地一消費地と生産地の共生について一」

　　　　　　下平尾　　勲　　　福島大学経済学部教授

　くパネリスト〉

　　　　　　岩木　浩　埼玉県さいたま市助役
　　　　　　西　川　正　純　　新潟県柏崎市長

　　　　　　濱　田　隆　一　　電気事業連合会専務理事

　　　　　　松田美夜子　生活環境評論家
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午餐会q2：丑5一豊4：醗

於パレスホテル大宮4階「ローズルーム」

〈司　会〉　西　澤　潤　一　　（社）日本原子力産業会議会長

福井県知事挨拶

　　　　　栗　田　幸　雄 福井県知事

〈特別講演〉

「世界の中の歌舞伎」

河竹登志夫　日本演劇協会会長

　　　　　　　　　　　原子力映画上映（1＄：⑪⑪～）

　　　　　　　　　　於大宮ソニックシティ・大ホール

〈上映作品〉

①21世紀の知と技原子力研究によるフロンティアの開拓（20分）

②人にやさしいがん治療～放射線治療の現在～q1分）

③原子燃料サイクルの確立を目指して　～日本のリサイクルエネルギーは青森から生まれ

　ていく～（30分）

セッション3纏：3⑪弓7：鋤

「プルトニウムのリサイクル利用をなぜ進めるのか」（パネル討論）

〈議　長〉　近　藤　駿　介　東京大学大学院工学系研究科教授

　
司
明

　
洋
品

　
山
本

D
内
榎

以牌く

郎
淳
宏
ル

治
　
　
一

達
　
　
ヤ

　
　
　
シ

木
野
田
ブ

鈴
舘
野
J

筑波大学機能工学系教授

電気事業連合会原子力開発対策委員会副委員長、

東京電力㈱常務取締役
（財）電力申央研究所経済社会研究所上席研究員

中央大学商学部教授

核燃料サイクル開発機構FBRサイクル開発推進部長

フランス原子力庁（CEA）原子力開発局長

［第3日　4月24日（水）］

セッション4⑲：⑪⑪一U：45》

「新しい社会経済環境下における原子力発電の貢醜（パネル討論）

　　　　　　　　　　　　一5一



〈議　　長〉　中　村　政　雄 科学ジャーナリスト

〈基調講演＞

　　　　J．メリフ／r一ルド

〈パネリスト〉

　　　　崔

　　　　R．

　　　　　S．

」
十
」

洋祐（チェ・ヤンウ）

クリッチ

プロスナン

ブイチ

市　　勉

メリフィールド

米国原子力規制委員会（NRC）委員

韓国水力原子力発電会社社長

エクセロン社許認可担当副社長

マグノックス・エレクトリック社エネルギー営業担当

　取締役

ウエスチングハウス社原子カプラントプロジェクト担当

　上級副社長

（財）日本エネルギー経済研究所常務理事・首席研究員

米国原子力規制委員会（NRC）委員

市民の意見交換の集い儲：45覗4：鋤
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フリーアナウンサー

（財）日本消費者協会理事

原子力発電環：境整備機構専務理事

核燃料サイクル開発機構FBRサイクル開発推進部長

米国エネルギー省（DOE）原子力科学技術局副局長

　　　　　　　　　　　セッション5q5：⑪⑪一亘7：鋤

　　　　　　　「原子力技術の将来展望一新型原子炉を中心に」《講演）

〈議　長〉横山裕道　　毎日新聞社論説委員

　　　　噺型高温ガス炉の導入戦路一一アフリカン・ルネッサンスへ向けて」

　　　　D．ニコルズ　　　南アフリカ・ペブルベッド・モジュラー・リアクター社

　　　　　　　　　　　　　社長

　　　　「革新型軽水炉の開発」

　　　　饗　場　洋　一　　三菱重工業（株）特別顧問

一6一



「第4世代原子炉開発計画および米国の方向性」

G．マーカス　　米国エネルギー省（DOE）原子力科学技術局副局長

「国際革新的原子炉・燃料サイクル計画（INPRO」

全　：豊　一（チョン・プンイル）　　国際原子力機関（IAEA）原子力発電部長

「高速増殖炉サイクルシステム実用化戦略調査研究からの展望」

相　澤　清　人　　核燃料サイクル開発機構理事

4月23日㈹　置2：講一亙墨：oo

　　　　　　　　　　　　　　原子力を考える若人の集い

　　　　　　　　　　於：ソニックシティビル棟4階「市民ホール」

　　　　　　　　　　　　　　　　主催：ACT　for　E3

近年の若年層の原子力離れは、世界の原子力界が抱える深刻な問題となっている。原子力の

将来にとっても、若い世代の原子力への参画は重要である。このような中で年次大会に合わ

せて、原子力に携わる若者、原子力に関心のある若者が自主的に集まって、原子力が抱える

問題や将来について、率直に意見交換を行い、アイデアを出し合うための「原子力を考える

若人の集い」が開催される。このため、当会議では、別途、討論の場所を提供し、これに協

力する。
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開会セッション（9：認遥亘：鋤

4月22日（月》



　　原産会長所信表明

（社）日本原子力産業会議会長　西澤　潤一
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知事挨拶要旨

　皆様には、ようこそ「彩の国さいたま」にお越しいただきました。700万県民を代表

して心から歓迎申し上げます。

　ここ埼玉県において、国内外の原子力関係の著名な方々が一堂に会して、第35回日本

原子力産業会議年次大会が開催されますことは、誠に光栄なことと存じます。

　皆様方には、私たちの暮らしと生産基盤を支えるために、日夜、エネルギーの安定供給

に大変な御尽力をいただいておりますことに、深く敬意を表するとともに、厚くお礼申し

上げるところでございます。

　我が埼玉県は、「彩の国」の愛称が示しますとおり、四季折々の美しい自然と豊かな産

業、そして人材に恵まれた、若く、活力あふれる県でございます。

　私は、こうした本県の持つ多彩な豊かさや、大きな発展の可能性を最大限に引き出すと

ともに、誰もが住んで良かったと思えるような「日本一のふるさと」を築くために「環境

優先」、　「生活重視」を基本理念に掲げ、県政運営に全力で取り組んでいるところでござ

います。

　また今年は、日韓共催のFIFAワールドカップ猫が開催され、本県では「埼玉スタジ

アム2002」において、日本代表の初戦や準決勝戦など4試合が行われます。また、関

東の都として成長している「さいたま新都心」をはじめ、映像関連産業を核とした次世代

産業を集積する「さいたま新産業拠点・SKIPシティ」などの整備を進めており、皆様

方にはこれを機会に、大きく飛躍しようとしている本県の姿に触れていただければ幸いで

す。

　さて、我が国におけるエネルギー供給は、これまでの経済優先から、環境への負荷の少

ない、持続的に発展することが出来るものへと転換することが重要課題とされております。

　現在、総発電量の約3分の1を占める原子力発電は、二酸化炭素の排出抑制にもつなが

る重要なエネルギー源でありますが、核廃棄物処理など大きな課題を抱えており、情報公

開の充実やさらなる安全性の確保が求められております。

　皆様方は、これからの3日間、「政治・社会変化の中の原子カー今、試されるとき」を

基調テーマとして、今後のエネルギーと原子力の開発利用に係る諸問題について、熱心に

論議されると伺っております。

　今大会が、国民の一層の理解と協力を得る上で大きな役割を果たし、今後のエネルギー

政策を展望できる、実り多い場となることを期待申し上げますとともに、御参会の皆様方

のますますの御健勝と御活躍を心から祈念申し上げまして、私の挨拶とさせていただきま

す。
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　　　　　　　　　　　　大会準備委員長講演

　　　　　　　　21世紀のわが国原子力の課題と展望

　　　　　アジア・太平洋エネルギーフォーラム代表幹事　末次克彦

1．21世紀の原子力の課題と展望

2．今の停滞をどう脱却するか

　　・リスケジュールと選択への課題

3．原子力をめぐる社会関係の再構築を

　　・産消関係一中央対地方の再構築を

4．環境共生時代の原子力をどうするのか

5．競争化時代と原子力

　　・バックエンドへの取り組み
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4月22日（月）

セッション1

（午前の部　U：且5一鰍鋤

（午後の部　14：⑪0一璽7：働

21世紀のエネルギー政策と原子力

　経済の発展と地球温暖化防止の両立が求められている持続可能な社会開発は、全ての国に

おいて21世紀の最大の命題である。とりわけ環境保全の視点からのリサイクル社会の確立

やエネルギー安定供給、あるいは途上国を含めた国際協力についてどのような施策を展開し

ようとしているのか。これらの問題は、各国共通の重要な課題である。

　このセッションでは、21世紀のエネルギー政策において、各国の実情ならびに産業界の

対応をレビューするとともに、エネルギー政策のなかで、原子力の位置づけとその果たす役

割がどうあるべきかについて、各国からの講演発表を行い、21世紀のエネルギー政策のあ

り方、政策決定の体制と指標を見極めるための参考とする。



米国のエネルギー政策と原子カルネッサンス

米国原子力エネルギー協会（NEI）理事長J．コルビン

　私は、2年前にも米国の原子力産業は運転実績および安全性においてすばらしい

成果を挙げていることを紹介するとともに、今後さらに輝かしい成果を期待できる、

と話した。幸い、原子力産業は、実際に、私のこうした楽観的な予測を上回る成果

をあげてきている。米国の原子力産業界全体では、昨年はこれまでで最も良い運転

実績と安全記録を達成したが、これからもさらに良くなる可能性を秘めている。ブ

ッシュ政権のエネルギー政策では、原子力が、21世紀の米国のエネルギーミック

スにおいて、より大きな役割を果たすことになっており、ブッシュ政権は、原子力

産業界がその役割を果たせるような支援策をすでに実施している。

　ブッシュ大統領は、ネバダ州のユッカマウンテン・サイトが、国の使用済み燃料

の最終処分場として最適であると判断した。スペンサー・エイブラハム・エネルギ

ー長官は、2010年までに新規の原子力発電所を運転させることを目標とした原

子力2010年計画を発表した。国内の原子力企業2社が、次世代の原子力施設の
ためのサイト開発計画を開始している。

　米国原子力規制委員会（NRC）もまた、既設の原子力発電所を対象とする許認

可更新手続きを簡略化する新しい規定を採用した。実質的に、国内のすべての原子

力発電所は許認可を更新するものと見込まれている。NRCはまた、新規の原子力

発電所の立地および許認可のための規制手続きの簡素化に取り組んでいる。

　米国の原子力産業は、高い生産性と安全性のレベルを維持し続けているため、ブ

ッシュ政権は、将来のエネルギーミックスの方向として、自信を持って原子力を加

えることが可能である。米国の原子力発電所は2001年には、7，670億kWh
を発電したが、これは、これまで最高であった2000年の発電量を120億kW
h上回った。また、2001年の設備利用率も91％と過去最高を記録した。発電

所の安全対策もすべて、2000年の記録的な水準より改善された。2001年の
発電コストは引き続き減少しており、原子力は米国で広く利用されている最も経済

的な電源である。

　原子力は、国内で広く利用されている他のどの燃料も競争できない、低い発電コ

スト、安定した価格、環境的な利点がある。米国における現在および将来のエネル

ギー供給と経済の安定に対する原子力の重要性については、一般国民、政府関係者、

報道やその他のオピニオンリーダーが広く認めるところとなっている。

　米国の原子力産業の将来に関する戦略的な方向性が、2020年構想の中で具体

的に示されている。そこでは、2020年までに、既存の原子炉の出力増強によっ

て発電容量を1，000万kW増大するのに加え、5，000万kW相当の新規原子力
発電所を建設することを目標としている。米国の原子力産業界は、2020年構想

の実現に向けた詳細な計画をブッシュ政権と協力して作成しており、私達は202

0年構想の目標が必ず達成されるものと自信を持っている。
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原子力と持続可能な開発

フランス原子力庁（CEA）原子力開発局長　」．ブシヤール

　グローバル化と持続可能な開発は、現代社会における重要な論題である。

　持続可能な開発とは、将来世代の人々の要求が満たされなくなる危険を避け

つつ、現世代の要求を満たすような開発形態である。この概念は3つの主要な

条件、すなわち経済成長、環境保全、社会福祉による。単なる一時的流行や新

しいビジネスコミュニケーションの手段ではなく、持続可能な開発は、行動様

式の変革と結びつくと考えられる。

　エネルギーは世界中の開発能力の中核であり、また今日行う選択は将来にか

かわることから、この点を踏まえてエネルギーについて議論することが重要で

ある。

　私はここでは原子力に関する次の項目について述べる。

・石油とガスの重要性

・原子力の健全な経済性

・原子力と環境

・原子力と社会的公平

・持続可能な開発のための必要かつ可能な前進

　まず、原子力は持続可能な開発のための重要な資産であることを明確に主張

することはわれわれの役目であり、この点について疑いをもつ人はいないと思
う。

　また、原子力が社会の期待にさらによく応えるための改善についても考える

べきである。第4世代国際フォーラムで論じられたように、われわれは、費用

効果と安全性を絶えず改善しつつ、新しい発電システムを提案する必要がある。

システムの設計における主眼点は、資源の保全と最終的な廃棄物排出量の低減

を通じた環境保全である。もう1つは、多くの国で課題となっているように、

放射性廃棄物管理の解決策を政策決定者に提案し、いずれは最終決定に導くこ

とである。

　フランスの飛行家兼作家のアントワーヌ・サンテグジュペリは、「われわれは

地球を親から相続したのではない。子供たちから借りているだけである」と述

べた。われわれは、継続的な改良、経済の最適化、天然資源の保存、および環

境保護のために原子力を利用することによって、持続可能な開発に取り組んで

いく。
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規制緩和市場でどのように原子力発電所の新規建設を達成するか

英国原子燃料会社（BNFL）社長　N．アスキュー

1．規制緩和市場における燃料源の新たな獲得を達成する秘訣は、民間投資家

　　（たとえば、銀行、電力会社）が原子力発電への投資に十分確信をもてる環

　境を確立することである。投資家としては、以下の事項が確実に保証される

　必要がある。

　・政治情勢が投資に適している。

　・法的枠組みが受け入れ可能である。

　・受け入れ可能な投資利益への確信がある。

　・投資利益が妥当な時問尺度で確保される。

2．政治環境と法的枠組み

　　規制緩和市場では、民間投資家は政治の影響を受ける。新規建設が行われ

　　るには、政治情勢が原子力発電を支持するものでなければならない。新規

　　建設の前提条件には、以下が挙げられる。

　　（i）計画の承認／立地許可を妥当かつ予測可能な時間枠内で取得できる枠

　　　組みを定める。

　　（ii）他の発電オプションに比べて公平な取り扱いを原子力発電に与える枠

　　　組みを提供する。これには、各種電源の環境影響に対する適切な処理が

　　　含まれる（たとえば、炭素を排出しない電力に対する適切なインセンチ

　　　ィブ）。

　　（慧i）放射性廃棄物の処理に対する明確な政策および戦略を策定する。技術

　　　　的解決策はすでにあるが、それを成し遂げるためには政治的解決策が

　　　　必要である。

　　（iv）運転開始／運転の前に介入者が異議申し立てを行うことによってもた

　　　らされる資本投資の失敗のリスクを、法的枠組みによって最小限に抑え

　　　る必要がある。

　　（v）最後に、政治的支援は世論に重大な影響を与えるものと期待される。
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　　　　これは投資家の自信に大きな影響を及ぼす。

3．投資家は、妥当な時間尺度で十分な投資利益を保証される必要がある。

　　新規建設を達成するため、産業界は以下に努める必要がある。

　　（i）新規原子力発電所の建設期問を短縮できることを実証する。

　　（ii）資本費を削減する努力を継続する。たとえば、資本コストの小さい改良

　　　型受動型炉や小型モジュラー型炉は、投資家のリスクを低減する。

　　（iii）投資家は、利益率が適当に保証されている電力価格での長期契約を必要

　　　とする。これは他のベースロード電源にも当てはまる。

4．講演では、米国と英国を比較した上でどちらが新規原子力発電所の建設の

　　可能性が高いかを論じる。英国については、英国のエネルギー政策検討の

　　状況を要約する（たとえば、原子力オプションを確保しておくために政府

　　が準備している前向きのステップを説明する）。米国については、ブッシュ

　　政権が新規原子力発電所の建設を実現するために講じている方策を説明す

　　る。

5．講演では、予想される原子力発電の復：活に対応するためのBNFLの戦略

　　を示す。
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欧州の原子力：現実はイデオロギーを克服するか

　　　一原子力段階的廃止をめぐって一

欧州原子力産業会議（FORATOM）事務局長　P．ハウク

　エネルギー専門家は今、欧州における原子力復活の可能性について真剣に話

している。合理的な見方は、「原子力を原子力で取り替える」という動きは、道

理にかなっているというものである。電力会社が、今後20年間に運転年数の

終わりを迎える発電所の交換計画を今のうちに開始するというのは理にかなっ

ていると思われるが、それにはやむを得ない2つの理由がつある。経済性と環

境である。

　まず、欧州連合では、同地域のエネルギー供給が、外部の供給源へますます

依存しなければならないという問題に直面している。エネルギーの自給率を高

め、妥当かつ安定した価格でエネルギーを着実に供給できるエネルギー源にも

つと頼る必要がある。原子力はこうした要求を満たしてくれる。

　次に、EUは、京都議淀書の義務遂行を確約している。しかし、　EUのエネ

ルギーミックスに原子力を加えないで、その約束を果たすことはできないとい

うのが一般的な考え方である。

　以上の経済面と環境面の圧力は、理論上は、原子力が欧州の明るく安定した

未来を十分約束するはずである。しかし、新規原子力発電所をかなりの規模で

建設するという計画は、一定の政党の政治家や反核活動家グループの反対をか

きたてるという現実がある。

　しかし、現実的な考え方がすでに出てきている。ドイツの緑の党は、ドイツ

の連立政権の少数パートナーになった時、原子力利用から早く脱する道を追求

した。しかし、そうした動きが現実的でないことがすぐに認識され、長期的プ

ロセスが、政府と大手電力会社によって合意された。

　スウェーデンでは、原子力の段階的廃止を開始するにはほど遠い状況である。

原子炉1基が閉鎖された。しかし、望ましい状況にならなかったという理由で、

2番目の閉鎖計画は当面棚上げされた。

　欧州で最近、原子力の段階的廃止を試みようとしているのがベルギーで、既

存の原子炉7基の運転年数を40年に制限して、段階的廃止を実施しようとし
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ている。しかし、それでも、この法案には免責条項があり、選択肢として原子

力発電所の運転を続ける以外に考えられない場合は、政府が、40年という年

限を解除できるようになっている。

　以上の段階的廃止の動きに共通の懸念材料がある。いずれの場合も、連立政

権の主力政党は、有力な政府機構を築いて維持するために、緑の党のリーダー

から支持を得る必要があるということだった。緑の党が、ごく限られた有権者

の支持しか得ていないにもかかわらずである。支持を取り付けるにあたっては、

反核問題を政府の政策に取り込み、緑の党が反核問題を追求できるようにした。

欧州では、極端なイデオロギーを持つ立場は、電力生産という現実性、そして

エネルギー政策全体とうまくあわないことがすでにわかっている。欧州が将来

の電力需要を、経済面と環境面で受け入れられるような方法で満たすならば、

例えば原子力など一定のオプションを、イデオロギー的根拠だけで排除するこ

とはできない。
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ロシアにおける原子力事情と今後の見通し

ロシア科学アカデミー付属原子力安全研究所所長（IBRAE　RAS）

　　　　　　　　　ロシア科学アカデミー準会員

　　　　　　　　　　　　：し．ボルショフ

全ロシア無機材料研究開発研究所所長（VNIINM）

　　　　　　　　　A．バツーリン

　ロシアにおける原子力の現状と近未来および長期的な見通しについて、20

00年に採択された21世紀前半の、原子力開発国家戦略の枠組みの中で報告

する。ロシアで運転中の原子力発電所の主な実績指標を、運転の安全性と効率

を中心に、世界の関連したデータと比較しながら報告および分析する。

　今後2、3年のうちに新規原子力発電設備の完工と運転開始を目指すロシア

原子力発電公社「ロスエネルゴアトム」（ロシアの原子力発電所の主運転者）の

計画について検討し、ロシア設計の原子力発電所の輸出については既に契約を

締結しているものや今後の計画についても紹介する。

　今後20年にわたる長期的な原子力開発の予測については、原子力発電設備

や燃料サイクル施設なども含め、成長するロシア経済、エネルギーの需要や需

給バランスの観点から検討・分析する。ロシアの原子力産業は活性化の方向に

あり、国全体のエネルギー収支の中で今後もその一翼を担う能力を維持する必

要があると結論づける。
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環境保護主義者の観点による原子力について

原子力を支持する環境主義者協会会長　B．コンビ

今日、多くの環境保護団体が原子力に反対している。このような団体は、原子

力が考えているほど安全かつクリーンではなく、民主的ではなく、将来性のな

いエネルギーであるということを説明するため、数多くの理由を挙げている。

しかし、20年来、生活様式の向上と環境保護を推進してきた環境保護主義者

として、理性的ではない独断や政策ではなく、確たる学術的、環境的な事実に

基づき、私は、新たな観点を提唱する。すなわち原子力は、環境を配慮すれば、

その構造や運転が申し分ないものであり、非常に環境に優しく、エネルギー需

要をクリーンな手段で満たす要としてみなすことができる。これは、地球の全

人類の平和や許容可能な生活様式を築き上げ、維持するための手段である。ま

た、先進国のエネルギーに対する強い要求に答えるのみならず、アジア、中南

米、アフリカ諸国の発展のために、化石燃料の使用を極力抑えるための手段と

なる。これらの諸国は、産業および財政的に豊かなレベルへ到達してからクリ

ーンな原子力を利用することができるのである。

多くの環境保護団体は、原子力への批判を続けており、一部の諸国では政治判

断に対して影響を及ぼすこともあるが、環境を配慮すれば、実際はその反対で

ある。原子力は、最も安全かつクリーンなエネルギーであるとともに、21世

紀の世界のエネルギー需要を満たす上で不可欠となる。

一24一



21世紀のエネルギーと原子力

電気事業連合会会長、東京電力（株）社長　南　直哉

1．環境の世紀

・繁栄と発展を求める人間の営みは、地球の資源や環境との係わりにおいて、根元的

な課題を提起している。21世紀は、人類や文明の行く末を方向付ける重要な時期。

・拡大する人間の活動が自然に与えてきた負荷の中で、最も重い課題は地球温暖化。

CO2の排出量は、産業革命以降急速に増大。人類の歴史を横軸にとればグラフ

は水平状態を続けた後、突然直角に立ち上がった形となる。

・温暖化のメカニズムは完全には解明されておらず、過剰な危機感かもしれないが、

極めて短期間に大きな変化が生じているのは事実。直角に立ち上がった状態をいつ

までも続けられないことは、直感的に感じられるのではないか。

2．エネルギー問題が鍵

・化石燃料の大量使用に支えられた近代工業文明は、人々に多大な便益をもたらした

が、エネルギー消費とCO2排出量の急速な増大を招来。

・途上国の1人当たりエネルギー消費量は、先進国の概ね10分の1。世界の人口の

　3分の1は、未だ電気の恩恵を受けていない。

・世界の人口は、21世紀中葉には90億人を超えると予想され、途上国の人口増と

経済発展への渇望は、エネルギー需要を必然的に増大させる。

・化石燃料は、それ自身に制約要因。確認埋蔵量と可採年数の議論は相当の幅を持っ

て考えるべきだが、有限な資源を、地球の歴史から見れば一瞬に使い尽くすことに

変わりない。

・大量生産と消費、使い捨ての経済社会から、省エネルギーを志向した社会、循環型

の社会への転換を目指していく必要。

・エネルギー供給面においては、炭素サイクルに加え、複合的なエネルギー供給シス

テムを取り込んでいくことが不可欠。

3．原子力の意味あい

・エネルギー供給者としては、地球の制約要件を満たしつつ、必要なエネルギーを供

給できるのは、見通しうる将来において原子力しかないと考える。原子力は、炭素

サイクルから独立して大量のエネルギーを生み出す。：しCAからみれば、自然エネ

ルギー以上に優位。

・世界の原子力発電量2兆4，000億KWH：は、サウジアラビアの生産量を上回る
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石油消費とこれに伴うCO2の発生を削減したことに相当。

・リサイクルが可能であり、将来的にFBRとの組み合わせによって、超長期の持続

可能性をもたらすポテンシャルを有す。

・自然エネルギーは可能性を追求すべきだが、補完的役割にとどまらざるを得ない。

水素エネルギーサイクルは将来的に有望であり、水素製造のエネルギーとして原子

力との組み合わせに可能性がある。

・原子力が欠かせないオプションであることは間違いなく、軽水炉を中心とする成熟

段階にある技術体系によって数十年をつなぎながら、新しい可能性を追求していく

ことができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　・

4．原子力の復権に向けて

・米国や英国での原子力復活に向けた新しい息吹を心強く思っており、わが国におい

ても、原子力を着実に開発。

・しかしながら、原子力に対する批判は強い。安全性と廃棄物の処理・処分が、原子

力に対する不安と批判の大きな要因。

・原子力固有のリスクや課題の解決に全力で取り組むことは当然として、人類文明の

将来に係わる危機を前に、原子力の果たしうる役割について、広く社会に議論を巻

き起こしていくことが必要。

・いかにして持続可能な発展を実現していくのか、原子力をノーと言うなら、他にい

かなる手段があり得るのか、国内・国際世論を巻き込んで真正面から議論をし、徹

底的に考え、回答を求めていく時。それが、今原子力に携わる者の責務ではないか。

・新しい息吹が、原子力の正当な評価に人々の目を向け、大きな変化の流れの始まり

になればと期待。この流れを加速し、より幅広く、より確かなものとなるよう力を

合わせていきたい。

一26一



4月23日（火）

セッション2（9：⑪⑪遥露：⑪⑪）

大都市圏と原子力施設立地地域の課題

　電力の大消費地である大都市圏は、過密化や環境の問題を抱えつつ、わが国の政治経済の

中核的役割を果たしている一方、原子力施設立地地域など地方自治体は、過疎化の傾向や経

済の停滞などの問題を抱えつつ、大都市圏への電力の供給、もしくは核燃料サイクル等原子

力関係施設の立地などの役割を担っている。

　これら異なった機能をもつそれぞれの地域は、わが国の経済社会において、重要な役割を

果たしており、国民の意識も両地域が機能する事により、国の経済社会の発展に大きく寄与

していることを暗黙の社会的合意としてきていた。

　しかしながら、近年、地方分権化、環境問題に対する意識の向上、情報の共有化などが急

速に進む中で、双方の人々の認識に大きな乖離が生じ始めている。

このセッションでは、原子力施設を立地する地方自治体の抱える問題点などを浮き彫りにす

るとともに、電力消費地と電源立地地域の意識の違いに関する問題などについて、相互理解

の促進および立地地域の発展を調和させる方策などに焦点を絞り討論を行う。



基調講演

地域振興から見た電源立地

一消費地と生産地の共生について一

福島大学経済学部教授　下平尾　勲

1．基本命題

　二つの課題の同時解決

　①国家的要請一電源開発を円滑に促進する必要性（世界的なエネルギーの

　　需要増加、高齢化と電気エネルギー消費需要の増加、CO2をはじめ地球

　　環境問題）

　②地域振興の要請一発電所の立地を起爆剤として、雇用の拡大、若者の定

　　着、教育・文化や高速交通体系の整備など地域の総合的な振興を図ろう

　　　とする地域住民の要請

H．問題点

　　1．原子力発電所の立地は先端技術者の定着であり、先進地という意識から

　　　迷惑施設の立地だという国民意識への変化

　　2．電源立地促進の観点が優先したこと

　　3．地域振興の問題の変化（所得、雇用拡大から若者の定着、高等教育機関

　　　や医療福祉の充実、高速交通体系の整備へ）

　　4．エネルギーの供給地と消費地との共生問題

　　5．省エネルギー政策、リスクコミュニケーションの立ち遅れ

　　6．地域振興政策の限界（施設はできたが、若者は定着しなかった）

※個別的な問題の整理

　　①電源地域の振興の考え方に関するもの

　　②産業振興に関するもの

　　③市町村財政に関するもの

　　④電源三法交付金制度に関するもの

　　⑤大規模・広域的な公共施設の利用に関するもの
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大都市圏と原子力施設立地地域の課題

　電気事業連合会専務理事　濱田　隆一

1．原子力は、今後も引き続き重要

　（1）基幹エネルギーとして原子力は重要な役割

　　　・…　　日本の電力の1／3が原子力発電

　（2）エネルギーセキュリティーの確保

　　　・…　　日本のエネルギー自給率は低率

　（3）地球温暖化対策

　　　・…　　地球温暖化対策推進大綱における原子力推進の位置付け

　　　・…　　新エネルギーの導入

2．原子力の安全性の向上と信頼の獲得

　（1）原子力の安全の向上

　　　・…　　透明性の確保

　（2）社会的信頼の獲得

　　　・…　　安全安定運転と原子燃料サイクルの着実な推進

3．国民的合意形成の必要性

　（1）立地地域と大都市圏における事業者の活動

　　　・…　　まずは見てみよう100万人キャンペーン

　（2）相互理解の推進にむけて
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大都市圏と原子力施設立地地域の課題

生活環境評論家　松田　美夜子

1．要旨

　私たちは電気のありがたさは知っているが、原子力発電で使われた燃料の後

始末はどのようにされるかについては、ほとんどの人が知らないと思う。

　日本のエネルギー政策と深く関わってくる原子力廃棄物への対応を進めてい

くには、市民が正しくこのことを認識する必要がある

　この問題について、10年以上取り組みが進み、成果を上げているヨーロッ

パの先進国の事例は参考になる。

2．発表内容

　現在、私は大学で「廃棄物概論」や「産業活動と環境負荷」などを教えてお

り、あわせて20年以上、ごみとリサイクルの活動に関わってきた。

　しかし、正直なところ、原子力発電については、5年前に国の原子力バック

エンド専門委員になるまではあまり関心がなかった。原子力発電の事故では、

マスコミは不安を煽り、激しい反対運動にもたじろぎを覚えており、積極的に

知ろうとはしなかったのである。

　おそらく今でも、私の周辺の学者達も、また私の友人たちも、原子力発電の

話をすると一歩下がってしまう人が多い。ほとんどの人が、以前の私と同じ気

持ちなのだろう。

　しかし、原子力廃棄物の管理を検討する委員になり、責任を感じて、外国で

はどのような取り組みをしているかを、自費で学びに行き、外国の取り組みに

圧倒されてくると、この問題に私たちが無関心でいると、日本のエネルギー政

策も顕いてしまうという危機感を持つようになっている。

　この問題は、知らない、知りたくないではすまされず、みんなで知恵を出し

合って、考えていかねばならないことが分かってきた。また、私たちが生活系

ごみの分野で培ってきた知識や、体験が役に立つのなら、原子力関係者の人々

と力をあわせていきたいと思うようになってきた。

　振り返ってみると、20年前、生活系ごみが日本中にあふれ、ごみ処理が深

刻な状況になった時、自治体の清掃担当者は、現在の原子力廃棄物担当者と同

じように、独りで問題を抱え込んで、出口の見つからない状態になっていた。

　しかし、情報が正しく伝えられ始めると、ごみはみんなで出すのだから、み
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んなで考えれば知恵が出てくると考える市民がどんどん出てきて、この10年

間に、生活系ごみのリサイクルシステムは、世界でもトップを行くものになっ

ている。

　私はこの体験を通して、原子力発電も、その後に出てくる廃棄物も、正しく

情報が伝わると、きちんと考えてくれる市民は大勢出てくると実感している。

原子力廃棄物は、生活系ごみの応用編だと伸間には伝えている。決して難しい

ことではないので、共に考えようと呼びかけている。

　今、全国の市町村には、環境学習リーダー、ごみとリサイクルのアドバイザ

ーなど、環境やごみに関わる市民活動をしている人たちが大勢いる。その人た

ちが、ごみとリサイクルの応用編として、原子力廃棄物についても学び始めて

くれたら、どんなに心強いだろう。私はそんな仲間の輪を広げていきたい。

　これまで「電力消費地」の人たちは「電力生産地」の人々の痛みを知らない

とマスコミに言われてきたが、私たちはこのようなくくり方をされると、かえ

って萎縮してしまい、何も出来なくなる。電力消費地、つまり都会の人々にも、

また電力生産地、つまり発電施設のある地区の人々にも、いろんな考えの人が

いるはずだ。にもかかわらず、マスコミにはんで押したような言い方をされる

と、かえって市民の反発を受けるだけである。発電施設のある地区の人たちに

も、マスコミのつけた誤ったイメージに反発を覚えている人もいるはずである。

　これからは、ごみとリサイクルで培った知識や体験を生かして、原子力発電

やその廃棄物について、電力消費地とか電力生産地というようなくくりをはず

して、共に顔の見える環境の中で語り合っていきたいと思う。

　そのためには、電力を生産していく過程でも、廃棄物の埋設地を選定してい

く過程でも、原子力関係者は、先進国がすでに実行しているように、市民に全

ての情報を開示し、共に語り合いながら、気長により良い結論に導くように努

めていくべきであろう。そのことが、日本のエネルギー政策を国民と共有して

いく基軸につながる。
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4月23臥火）

　　　　　　　　午餐会纏：亘5一聾：醗

　　　　　　　　於パレスホテル大宮4F「ローズルーム」

　福井県知事挨拶

　　　　　栗田幸雄　福井県知事

　〈特別講演〉

　　　　　「世界の中の歌舞伎」

　　　　　河竹登志夫　日本演劇協会会長



　世界の中の歌舞：伎

日本演劇協会会長　河竹　登志夫

1．　困難づくめの海外公演

2．　様式美よりもドラマが好評

3．　感動呼んだソ連での俊寛
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4月23日（火）

セッション3（14：鍵一17：鋤

プルトニウムのリサイクル利用をなぜ進めるのか

　わが国は、原子力発電所の使用済み燃料を再処理し、回収されるプルトニウム、ウラン

等を有効利用し、発生する廃棄物を最小限にしていくことを基本政策としているが、その

具体的取組である軽水炉におけるプルトニウムのリサイクル利用を目指すプルサーマルは、

国および電気事業者の計画どおりには必ずしも進んでいない。これについては、なお、国

民的理解の増進が必要となっている。

　このセッションでは、このような状況を踏まえ、あらためて電力供給のための原子力発

電におけるプルトニウムリサイクル利用の意義について討論を行い、今後の方向を探る。



プルトニウムのリサイクル利用をなぜ進めるのか

筑波大学機能工学系教授　内山洋司

　原子力は温暖化対策に有効なエネルギー源であると同時に、長期的に見て供給

安定性と経済性に優れている。わが国は、京都議定書で公約した削減目標を達

成するために地球温暖化対策推進大綱を策定した。それによると政府は、わが

国が掲げる削減目標を達成していくには、省エネルギーや新エネルギーの政府

目標を達成できたとしても、10から13基の原子力発電の建設が不可欠にな

るとみなしている。様々な温暖化対策の中で原子力は量的かつ経済的な面から

見て最も有望な選択肢である。

　一方で日本を取り巻くアジアの国々はその多くが開発途上にあって、現在、経

済発展の最中にある。経済発展はエネルギー需要を増大しており、特に人口が

多いアジア地域におけるエネルギー需要の伸び率は著しい。世界はエネルギー

供給の大半を化石燃料に頼っているが、アジア地域における石油、天然ガスの

資源量は欧米など他の地域に比べて極めて少ない。エネルギー供給に脆弱な構

造をもつ日本を始めとするアジアの国々にとって原子力は最も頼れる化石燃料

代替エネルギーである。

使用済燃料のリサイクルには、経済的な資源賦存量を拡大するだけでなく、放

射性廃棄物の環境負荷を改善していくという大きな役割がある。使用済燃料の

9割以上は燃料として再利用できるウランとプルトニウムである。もし再処理

しなければ、使用済燃料全体を高レベル放射性廃棄物として処分することにな

る。再処理によって使用済燃料から回収されるウランとプルトニウムは、元の

燃料の最大2～4割に相当する新燃料となる。ウラン235の使用量が減った分

は、ウラン鉱山における環境面と安全面でのリスクも軽減される。

　21世紀は循環型社会の構築を目指した産業の発展が望まれている。社会の資

源消費をできるだけ少なくしていくことが必要だが、発生する廃棄物もできる

だけリサイクルで有用な資源として利用していくことが大切になる。現在、一

般廃棄物や産業廃棄物のリサイクル活動が進み、静脈産業が育ちつつある。使

用済燃料も再処理によってリサイクルが可能になり、新産業の創出にもなる。

原子力が“トイレなきマンション”と言われないよういしていくためにも再処

理の技術開発によって、原子力の負の部分を正に転換していくことが大切とな

る。
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プルトニウムのリサイクル利用をなぜ進めるか

電気事業連合会原子力開発対策委員会副委員長、

　　東京電力（株）常務取締役　榎本聰明

1．電力会社における原子力発電の位置付け

○電気事業における課題：3つのEの同蒔達成

　　エネルギーの安定供給（Energy）、経済性（Economy）、環境保全（ERviro磁ent）

○原子力の特徴を活かした電源ベストミックスを追求

　①燃料供給の安定性

　②発電単価は長期的に安定、かつ、他電源と遜色ないレベル

　③極めて少ない炭酸ガス発生量

　　⇒電力自由化の時代にあっても、原子力の重要性は不変

2．原子燃料サイクルの意義

○原子力を超長期にわたり利用可能とする。

　　一FBR及び関連サイクル技術の確立は、エネルギーに関する資源問題、長

　　　期的セキュリティ問題を解決する最も有力なオプション。

　　一国内での原子燃料サイクル確立に向けた研究開発は、原子力開発当初よ

　　　り実施してきており、確立までには、長期間を要するもの。

　　　今後も、この長期的な研究開発の方向性を維持すべき。

　　一原子力利用によるエネルギー文明構築への挑戦。

〇六ヶ所再処理工場とプルサーマルは、原子燃料サイクル確立の重要な第一歩

　であり、今、これを着実に進めることが重要。

　一商業規模の再処理工場は、容量から考えて、我が国に多数建設するもので

　　はない。多数基のプラント建設経験を経て成熟した軽水炉技術とは異なる。

　　⇒六ヶ所再処理工場の建設、運転経験を、現時点で蓄積し、それを最大限

　　　活用していくことが、遅れることなく、商業的に確立した再処理技術を

　　　獲得するために有効。

　一原子力発電単価に占める燃料費の割合は小さく、原子燃料サイクル関連部

　　分は、長期的セキュリティ確保という目的から考えても、大きなものでは

　　ない。
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MOXプログラムの必要性と課題：

使用済み燃料とプルトニウム管理の改善に向けて

（財）電力中央研究所経済社会研究所上席研究員　鈴木達治郎

1．　MOXプログラムの必要性

　　（1）プルトニウム在庫量管理の重要性：核テロリズムのリスクも現実化

　　　・民生用プルトニウム在庫量は世界規模で増大しており、その安全な管理と

　　　　在庫量削減（需給バランスの確保）は安全保障上の大きな課題。

　　　・わが国は非核保有国で最大のプルトニウム保有国であり、その在庫量管理

　　　　に積極的に取り組む政策（ゼロ余剰政策）を宣言。その実現のために現在

　　　　計画されているMOXプログラムの円滑な進展が必要。

　　（2）燃料サイクルの連鎖：使用済み燃料管理の重要性

　　　・世界の原子力発電所から発生する使用済み核燃料が蓄積しつつあり、貯蔵

　　　　容量が不足すれば発電所閉鎖に追い込まれる可能性もある。

　　　・その対策の一つとして、再処理一MOXプログラムがあげられており、使

　　　　用済み燃料管理対策の連鎖として、MOXプログラムの進展が必要。

2．　主要課題

　　（1）プルトニウム利用のインセンティブ減少：ウラン節約・コスト効果は期待

　　　　薄

　　　・電力自由化の流れもあり、電気事業者にとってコスト削減は最大の課題。

　　　・MOX燃料は当分ウラン燃料より高く、商業用燃料としてMOX利用を推

　　　　進ずるインセンティブは減少。さらに再処理一MOX利用の事業拡大は電

　　　　気事業にとって大きな負担となる可能性。

　　（2）政府（国策）と電気事業（民間企業）の責任不明確：国策民営の矛盾

　　　・MOX利用を含む核燃料サイクル確立は「国策」と位置付けられているが、

　　　　その実施・投資責任は民間である電気事業。

　　　・自由化が進めば、この「国策民営」は矛盾となる可能性。進まない場合の

　　　　リスク、進めた場合のリスクを誰が負うのかが不明。

　　（3）地元との信頼感欠如：住民投票はMOX反対より不信感の表れ

　　　・住民や地元自治体からの反対は「説明不足」や「反対派キャンペーン」に

　　　　よるものではなく、事業主体、政府への不信感から来ている。

　　　・原子力政策全体への不信感ともつながっていると認識すべき。
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3．　今後の進め方

　　（1）政府の責任明確化と民間支援：プルトニウムの政府移管や費用負担

　　　・安全保障上の課題として政府の責任明確化。たとえば、政府が所有権を買

　　　　い取り、その管理・削減責務を政府が負う案も検討すべき。

　　　・削減計画の実施は、民間委託も含めて選択肢を検討する。民間のコスト負

　　　　担を最小限にする案（ウラン燃料との差額分負担）も検討。

　　（2）信頼回復プログラムの実施：仲介者を設定して、真摯な対話を

　　　・政府・電気事業者と地元自治体・住民の対話を促進する第三者（仲介者）

　　　　を設定して、真摯な対話、信頼感醸成を図る。

　　（3）使用済み燃料中間貯蔵の推進：不必要な再処理の低減

　　　・不必要なプルトニウム生産を抑制するために、中間貯蔵を最優先課題とし

　　　　て推進する。再処理はプルトニウム在庫量とのバランスを考えて実施。

　　（4）Pu在庫量低減プログラムの選択肢増大：研究開発炉や海外委託の可能性

　　　・現在すでに蓄積しているプルトニウム在庫量削減に向けて、さまざまな選

　　　　択肢を検討すべき。

　　　・早期削減、輸送最小、燃焼地域最小化を原則。テロ対策強化も重要。

　　　　＊国内在庫量削減を優先。研究開発炉「もんじゅ」「ふげん」等利用。

　　　　＊テロ防止のため、全電力で実施するのではなく、限定サイトで集中燃焼。

　　　　＊海外在庫量については、日英仏政府間で貯蔵や海外委託を検討。

　　　　＊燃焼が遅れれば使用済み燃料基準を満たすガラス固化体混入も検討。
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発表要旨

中央大学教授　舘野　淳

　わが国の原子力発電所の発電容量は直線的に増大しているが、これに伴うプ

ルトニウム蓄積量は二次曲線を描いて増大している。このプルトニウムをどう

するかが問題である。プルトニウムは、「有用なエネルギー資源」および「処理

しなければならない放射性廃棄物」という、二つの側面を持つ物質である。こ

の二つの側面という認識に基づいてプルトニウム政策が作られなければならな

い。

　わが国のプルトニウム政策は次のようなものである。①「国産エネルギー」

としてのプルトニウム利用推奨、②使用済み燃料の全量再処理（プルトニウム

の全量回収）、③「諸外国に核武装を疑われないために、余剰プルトニウムを持

たない」（つまりプルトニウムの全量利用）。こうして全量のプルトニウムがリ

サイクルされることとなった。当初リサイクルは高速増殖炉、新型転換炉（A

TR）、軽水炉（いわゆるプルサーマル）を用いて行われる計画であった。しか

し技術的、経済的理由からこの政策は破綻し、現在ではプルサーマルを実施す

るかどうかだけが焦点となり、長期的な政策としての視点が失われている。

　プルサーマルを実施できれば技術的問題が片付くかというとそうではない。

プルトニウム240などを多く含む「燃えないプルトニウム」や、超ウラン元素

（TRU）と呼ばれる長寿命の放射性廃棄物を多く抱え込むことになる。これ

らの物質の処理については、高速増殖炉が本格的に稼動を始めるまで、技術的

めどがたたないと考えられる。

　以上の点を考えるならば、いたずらにプルサーマルに固執するのではなく、

たとえばプルトニウム専焼炉として大きな利点を持つATRの復活なども含め

て、多くの選択肢の中からプルトニウムの扱い方について判断を下していくべ

きであると考える。
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P鷺利用の確立に向けて

核燃料サイクル開発機構FBR開発推進部長　野田　宏

新たな世紀を迎え、日本のエネルギーの安定供給と環境保全の観点より、P

u利用の確立に向け考察する。

我々が現在，享受している物質的豊かさは，自然破壊，環境汚染を生じた。この結

果，21世紀においては、地球温暖化の問題化が、取り組まねばならない課題

の一つとして世界的に関心を集めている。このため，21世紀では，大量生産，

大量消費，大量廃棄というこれまでの経済，社会的なスキームを変えた循環型で、

持続可能な社会が求められる。

　この様な新たな社会の中で、日本のエネルギー安定供給と環境保全を考える

と、省エネルギーを基本政策とし、太陽、風力等の新星ネ疋田の開発が必要で

あるが、その容量に制限がため、基盤電源としては，二酸化炭素等を放出しない

原子力発電の開発が望まれる。更に、将来の経済発展の持続可能性を確保する

ためには現在、運転中の軽水炉に加え、Pu利用を基本としたプルサーマル計

画高速増殖炉の導入と閉じた燃料サイクルの確立が必要である。新たに作成さ

れた原子力長期計画においてもこれらの必要性が述べられている。又、現在米

国のGeneratiOn　IVのプロジェクトにおいても同様な必要性が議論
されている。

　JNCは，ウラン資源の高い利用効率放射性廃棄物の低減と閉じた燃料サイ

クルを確立するため，Puを抽出する再処理技術と燃料製造技術、　Puを燃料と

して有効に燃焼させる高速増殖炉（FBR），高レベル放射性廃棄物の処分技術

の開発に携わって来ている。特に、プルサーマル計画で使用されるMOX燃料
は、新型転換炉「ふげん」において既に、20年以上の利用経験を有している。

　更に、競争力のあるFBRサイクル技術の確立に向け，1999年より、電力、
電力中央研究所、原子力研究所等の参画得て、オールジャパン体制のもとで「F

BRサイクル実用化戦略研究」を進めている。この研究は、安全性を大前提に、

資源の有効利用，経済性の向上、環境負荷の低減，核不拡散の向上を目的に進めら

れ、その成果は、　「常陽」、　「もんじゅ」で確認する。更に、　「もんじゅ」は，

高速増殖炉の国際的研究施設として、国内外の研究者にその利用をオープンし

て活用する。この様に，革新的技術を導入した新たな閉じたFBRサイクルは，

将来のエネルギーの持続可能性を維持するため実用化に向け着実に開発されて
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いる。これらの開発は、透明性のある活動と情報の公開等を基本として、国民

に受容されるように常に努めることとしている。
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4月24日（水）

セッション4（9：⑪⑪一旦亘：45》

新しい社会経済環境下における原子力発電の貢献

　世界各国の電気事業をめぐる社会経済環境は、近年、大規模な変革を余儀なくされており、

欧米を中心とする世界の主要な電気事業者は、新しい情勢に挑戦している。

　この新しい社会経済環境下においても、エネルギーの安定供給、地球環境保全の観点から、

原子力発電が果たす役割は重要である。既に社会経済環境の変革が急速に進みつつある米国

では、現存の原子力発電所が強い競争力を発揮し、他の電源に対して有利な資産として再認

識されている。

　このセッションでは、新規原子力発電所の建設に向けて具体的な動きが浮上してきた米国、

将来のエネルギー供給について見直しを行っている英国、次世代炉の導入にも積極的に取り

組む韓国の現状をレビューしつつ、これからの新しい社会経済環境下における電力市場と原

子力発電の役割を展望し、事業者と規制側から、競争力のある原子力発電のあり方を討論す

る。



　　　　　　　　　基調講演

米国原子力規制委員会（NRC）委員　J． メリフイールド
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韓国の原子力産業の見通しと競争力

韓国水力原子力発電会社社長　崔洋祐（チェ・ヤンウ）

　電力需要をまかない、地球規模の環境問題ならびに国としてのエネル

ギーの確保という問題を解決するということに照らして考えれば、原子

力発電の重要性をいまさら強調する必要はない。世界的にみると、最近、

原子力発電事業に明るい動きがみられるようになった。とくに、原子力

発電所の運転実績の顕著な改善や運転期間の延長による原子力発電所

の競争力の向上、さらには米国における新規原子力発電所建設の胎動な

どをみると、世界的な原子力発電事業の復活を予見させる。また、欧州

では、閉鎖される老朽炉の代替オプションとして原子力発電が前向きに

検討されてきている。

　韓国水力原子力発電会社（KNHP）は、電気事業再編計画にしたがい昨

年発足し、韓国電力公社（KEPCO）の原子力発電部門を引き継いだ。電

気事業再編計画の最大の目標は、発電部門と配電部門に競争原理を導入

することにある。当然のことだが、発電事業者の競争力を高めるための

各種努力が払われてきている。韓国は、原子力技術の国産化プログラム

のもと、韓国標準型原子力発電所（KS蟹P）を開発するとともに、引き続

き設計改良を行なっている。さらに、これまでの運転経験や新技術をベ

ースとして、APR1400と呼ばれている次世代の原子炉プロジェクトにも

乗り出した。我々は、APR1400プロジェクトが成功に向けて着実に歩を

進める上で外国の組織からの協力が得られることを期待している。ちな

みに、APR1400の初号機は2010年に営業運転開始が予定されている。

　韓国は、長期電源開発計画にしたがい、新規原子力発電所の建設を現

実的な水準で進めていく考えである。こうした目標を達成するための前

提は、原子力安全と信頼性の一層の向上をベースとして、原子力発電所

の競争力を高めることである。そうすることで、原子力発電は、21世紀

の持続可能なエネルギー源として重要な役割を果たすことになる。
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米国のエネルギー市場の目指す方向とそこに至る1つの方法

論クセロン社許認可担当副社長　R．クリッチ

　最近公表された米国のエネルギニ計画は、今後20年間に1200ヵ所の新規発電所を建設

することを盛り込んでいるが、議論の余地がかなりある。こうした予測の正確さについて

論評を加えるとすると、米原子力エネルギー協会（NEDのデータでは、米国の発電設備

容量はここ数年、約7億kWの水準にとどまっている。またNEIは、今後20年の問に電

力需要が50％増加すると予測している。最近、発電コストの下げ圧力から新規発電所が

続々とキャンセルされていることが注目されるが、今後ともこうした傾向が続くというこ

とではない。

　電力需要をまかなうために建設されることになっている新規発電所のほとんどが天然

ガス火力かクリーン技術を採用した石炭火力になるとみられている。最も立地が容易な発

電所は天然ガス火力であるが、天然ガスの供給が制約を受けることも考えられる。こうし

た供給面での制約によって発電コストが上昇し、最終的には消費者の電気料金に跳ね返っ

てくることになる。これは消費者からみれば、結局は高い電気料金と天然ガス価格に我慢

しなければならないということになる。このことが意味しているのは、新規発電所を建設

するにあたっては、天然ガスや石炭以外の燃料を用いなければならないということである。

この中には、風力や太陽エネルギーといった再生可能エネルギーも含まれる。原子力発電

所に関して言えば、環境へ影響を増大させることなく発電量を増やせるよう、稼働中の発

電所の効率改善や定格出力アップ（power　uprate）が行なわれている。しかしながら、こ

れだけでは、将来予想される電力需要を到底まかなうことはできない。

　温室効果ガスを排出しないで将来の電力需要をまかなうことができる大規模電源とい

う限られたオプションの1つが原子力発電である。これだけが理由ではないが、原子力発

電所の新規建設を支持するような要因がそろってきている。現在の経済的な状況を考慮す

る中で当社が目指しているのは、モジュール方式の原子力発電所という考え方である。市

場の制約をはね付けることができる！つの先進的な技術がモジュール方式のペブルベッド

型炉（Pebble　Bed　Modular　Reactof：PBMR）である。固有の安全性を備えたPBMRは、冗

長なバックアップシステムにそれほど依存しなくても済むため、当社としては建設・運転

コストを大きく低減することができると期待している。
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英国の電力市場の自由化1現在の状況と将来の計画

マグノックス・エレクトリック社エネルギー営業担当取締役

　　　　　　　　　　S．プロスナン

　英国の電力市場は、1989年以降、「総括原価主義」料金の国営産業から、

民営化・電力プールによる競争市場を経て、現在のNETA（新電力取引制度）

という商品市場へと変遷を遂げてきた。講演では、これまでの重大な出来事を

概括する。

市場メカニズムとアンバランスなキャッシュアウト価格のバランスをとること

の必要性を含めて、商品としての電力市場の主な特徴を論じる。また、電力小

売市場の競争がいかに卸売市場と垂直統合企業に影響を与えるかを論じる。

　NETA市場の参加者が直面している機会と脅威について、特にベースロー

ド電源を供給する原子力発電業者がこうした市場でいかに行動すべきかを、簡

単に説明する。

　電力市場の発展は、時に矛盾する多数の政府目標の影響を受ける（たとえば、

環境保護、社会政策、および安定供給）。将来の発展の可能性への影響を論じる。
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「原子力は新世紀における解決策となるのか」

ウエスチングハウス社原子カプラントプロジェクト担当上級副社長

　　　　　　　　　　　　J．フィチ

　核分裂の発見から100年目に当たる西暦2042年の大まかな経済モデル

を紹介し、世界的に増え続けるエネルギーと電力ニーズを浮き彫りにする。こ

うした世界のエネルギー需要に対応するために原子力の導入を考えるに当たり、

現在および将来のニーズという点から原子力発電のメリットについて語る。原

子力エネルギーのメリットはエネルギーの多様化とセキュリティ、経済性、環

境という3分野で実証することができる。これら3分野に関する米国の情報を、

特に、今後の自由化市場における経済性と競争力という課題について紹介する。

ウエスチングハウス社が、近々のニーズを満たすために提供した原子カプラン

ト設計、およびより長期的なニーズに対応するために開発中の原子カプラント

設計について簡単に触れる。原子力は新世紀の解決策となるのか。この課題に

ついて考えを述べる。
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電力市場の自由化と原子力発電

（財）日本エネルギー経済研究所　常務理事・首席研究員　十市　勉

　経済のグローバル化の進展と地球温暖化問題の顕在化に伴って、日本のエネ

ルギー政策の目標は、エネルギー・セキュリティの確保（Energy　Security）、

経済的効率性の向上（Eco益omic　E茄cieRcy）、CO2排出量の削減
（ERvironmental　Protection）の「3つのE」をバランスよく実現することに

置かれるようになった。化石燃料のほぼ全量を輸入に依存する日本にとって、

原子力発電はエネルギー供給源の分散化と資源供給国に対するバーゲニング・

パワーとして大きな役割を担っている。また、わが国が京都議定書で合意した

温室効果ガスの削減目標を実現するうえで、新たな原子力発電の開発は不可欠

な課題となっている。このような中で、わが国産業の国際競争力の強化に寄与

する電気料金の引き下げを図るため、電力市場の規制緩和、自由化政策が進め

られている。

　しかしながら、原子力発電の技術体系は、本来的に火力発電などに比べると

短期的な効率性を重視する市場主義とは相容れない要素を多く含んでいる。使

用済み燃料の処理、処分や廃炉対策、また核拡散問題など政治的、経済的、技

術的な不確実性が高く、国の関与を必要とする要素が大きいからである。これ

まで原子力開発が進められてきたのは、不十分ながらも総括原価主義のオブラ

ートでこれらリスクのヘッジがなされてきたからである。しかし今後、電力市

場の自由化対象がさらに拡大すれば、私企業としては負いきれない政治的、経

済的リスクが一段と高まる恐れが強いため、自由化をさらに進める場合には、

私企業が負えるリスクの範囲を明確にする必要がある。

　現在求められていることは、原子力開発を巡る国と企業の役割分担のあり方

を、新しい社会経済環境下において再検討することである。すなわち、電力会

社が自らの努力と創意工夫で原子力発電の競争力を高めるため、国が必要な条

件整備を行うことである。そのためには、バックエンドや廃炉対策における不

確実性の低減に向けて国が主要な役割を果たすこと、原子力による発電は、新

エネルギーと同様に優先的な引き取りを行うこと、また新規の原子力発電への

投資に対して低利融資などの優遇措置を講ずることなどが検討課題として考え

られる。
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4月24日（水）

市民の意見交換の集い（1踊5－1婆：45》

於ビル棟4F市民ホール

　本大会をより一層開かれたものとするため、原子力関係者だけではなく、一般市民の方々

にも積極的な参加を呼びかけて、市民の意見交換の集いを開催する。本大会セッション等と

の関連を参考にして、わが国のエネルギー・原子力政策全般、核燃料サイクル計画、および

高レベル放射性廃棄物問題などのテーマを含め、市民との意見交換を行う。
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4月24日《水）

セッション5（15：⑪⑪組7：鋤

原子力技術の将来展望一新型原子炉を中心に

　世界のエネルギー需要は、2030年までに約50％、2050年までにほぼ倍に増える

と予測されている。これにともなう環境面での影響が懸念され、化石燃料と異なり技術エネ

ルギーである原子力の役割が注目されている。

　今後のエネルギー供給にあたっては、環境への影響が少なく、経済的競争力があり、持続

可能であるという複合的な条件を満たすエネルギーが有利とみられており、原子力開発利用

においても、安全性や経済性などの面において、原子力がもつ潜在的な利点を十分発揮する

ための努力が積極的に行われている。

　ここでは、最初に、大会初日のセッション1「21世紀のエネルギー政策と原子力」にお

ける発表を総括した上で、原子力が将来のエネルギー供給において、さらに重要な役割を果

たすために国際協力ですすめられている、新型炉開発の目標や計画、およびわが国の高速増

殖炉実用化戦略研究について発表する。また、在来型炉を発展させた実用炉の開発状況につ

いても発表する。



新型高温ガス炉の導入戦略一アフリカン・ルネッサンスへ向けて

　　南アフリカ・ペブルベッド・モジュラー・リアクター社社長

　　　　　　　　　　　　D．ニコルズ
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革新型軽水炉の開発

三菱重工業株式会社特別顧問　饗場　洋一

　原子力発電は日本の基幹電源として位置づけられ、今では全電力量の1／3

強を供給するに至っている。もともと原子力発電はエネルギー資源に乏しい日

本にとって、将来のエネルギー安定供給を目指し導入されたものであり、今で

はエネルギーのベストミックス形成の一翼を担っている。また世界的にみても

電力をはじめとするエネルギー需要は増大の一途をたどることは必至であり、

人類の英知が生み出した原子力エネルギーを最大限に活用することが将来の経

済発展、地球環境保護の上で欠かせない施策である。また昨今、原子力の「安

全性と経済性の両立」が強いニーズとしてあがっている。国レベルで検討され

ている革新炉検討委員会においても「高い安全性と信頼性」「他電源に劣らぬ経

済性」「エネルギーセキュリティーの確保」「放射性廃棄物量の低減」など様々

なニーズに応える新型炉が紹介され、検討されている。ここでは原子カプラン

トメーカーである三菱、東芝、日立が開発を進めている「革新的軽水炉」につ

いて、開発のねらい、意義、発電炉の概要とその特徴について紹介する。他電

源に劣らぬ経済性を達成するにはまずスケールメリットを生かすためにプラン

トを大容量化することが考えられこれまでの軽水炉の技術を継承し、かつ改良

を加えた170万kw級のABWRH、　APWR＋の開発が進められてきた。
　一方で、電力需要の伸びに応じ建設投資を柔軟にできる中小型炉の開発も進

められている。この中小型炉プラントのうち3点を紹介する。小型一体型軽水

炉は系統、機器の簡素化を図るとともに、機器、配管類をパッケージ化して現

地工事を簡略化し、建設工期、費用の最小化を図って建設費の低減を図るとと

もに安全性を高めた革新的軽水炉である。また、超臨界圧軽水炉は機器の簡素

化を図るとともに発電効率をあげて発電原価を低減することをねらった革新的

軽水炉である。さらに、低減速スペクトル炉は原子力開発の原点であるエネル

ギーセキュリティの確保と廃棄物量の低減に重点を置いた革新的軽水炉である。

　これらはすべて国の研究機関や大学、ユーザーである電力と共同で実施され

ているものであり、今後の日本を含め世界の持続的な経済発展と地球環境保護

を維持するために必要な原子ヵ技術の維持・向上に役立つものであると信じて

いる。ここでは革新的軽水炉開発について紹介したが他に高温ガス炉や金属冷

却高速炉も選択肢となっていることを付け加えておく。
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　　　　　第4世代原子炉開発計画および米国の方向性

米国エネルギー省（DOE）原子力科学技術局副局長　G．マーカス
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国際革新的原子炉・燃料サイクル計画（INPRO）

国際原子力機関（IAEA）原子力発電部長

　　　全豊一（チョン・プンイル）

　本論文は、国際原子力機関（IAEA）の国際革新的原子炉・燃料サイクル

計画（INPRO）の背景・目的・現状を示すものである。　IAEA総会は、

2000年9月に決議「GC（44）／RES／21」を採択した。同決議は、
「IAEAの後援のもとで、関心をもつIAEA加盟国すべてが、特に革新的

な核不拡散原子炉技術を検証考察することにより、核燃料サイクル問題の検討

に努力を結集するよう」に呼びかけたものである。また同総会は、革新的原子

炉・燃料サイクルを対象としたプロジェクトチームにIAEA加盟国が何らか

の貢献をおこなうよう検討も呼びかけた（決議「GC（44）／RES／22）。

こうした働きかけに対応して、IAEAはINPROを計画立案した。同計画

の活動内容は、2000年11月の準備会議で採択され、同会議には、IAE

A加盟25挙国の上級高官40名以上と国際機関4団体が出席した。INPR

Oの決議・審査組織であるINPRO運営委員会が、2001年5月の初回会
合で同計画を正式に承認した。2001年9月のIAEA総会では、さらに決

議「GC（45）／RES／12、　TabF」が採択された。　IAEAが革新
的原子炉の開発で何らかの役割を果たすべきだとする決議であり、「原子力の

分野での国際的な協力において、IAEAが果たし得る独自の役割」を認識し

たものだった。

　2001年12月の国連総会（UNGA）でも、さらにINPROへの支援
が承認された（UNGA2001，A／RES／56／94）。同決議も、「利用
者の要件の策定や、革新的原子炉およびその燃料サイクルに対する保障措置・

安全性・環境上の問題への対応で、IAEAが果たし得る独自の役割」を同機

関が遂行するように勧告し、「革新的原子力技術の開発での国際協力の必要性」

を強調していた。

　2002年3月現在、IAEA加盟国および欧州委員会（EC）の13ヶ国
がINPROに参加している。こうした参加国により任命された専門家総計1

6名が、現在、IAEAで同計画向けに無給で活動をおこなっている。200

1年には、INPRO運営委員会の会合が2回開催され（5月、12月）、同計

画の進捗状況を審査するために、2002年にもさらに2回の会合が予定され

ている。
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　　INPROの目的は2段階で構成されており、その内容は、原子力技術を

持続可能な方法で、安全かつ経済的で核拡散を防止する形で利用し、今後50

年間およびそれ以降の全世界的なエネルギー需要を満たすべく支援すること、

となっている。現在の第1段階では、さまざまな構想や方法を比較する方法論

や指針での基準の選択や、こうした方法論・指針の策定を重点としており、各

種の構想や方法を収集・審査し、資源／需要／経済状態・安全性・使用済み燃

料および放射性廃棄物・核不拡散・環境の分野での利用者の要件を決定するこ

とを考慮に入れている。2002年末までにINPRO第1段階を完了するに

あたっては、その成果を2003年に開催予定のIAEA「原子炉および燃料

サイクル向け革新的技術に関する国際会議」で報告し論議する予定となってい

る。

　その後、第2段階を開始し、革新的技術の開発に向けた国際計画開始のフィ

ージビリティ（実行可能性）を検証することになっている。
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高速増殖炉サイクルシステム実用化戦略調査研究からの展望

核燃料サイクル開発機構理事　相澤　清人

　高速炉サイクルシステムの実用化は、持続的かつ恒久的なエネルギーセキュリ

ティ確保の観点から、また、地球環境保全を重視した循環型社会の維持発展の

観点から、更には、将来社会の多様なニーズに応えていく観点から、長期的に

取り組む必要のある重要課題である。また、これらの技術の実用化は、我が国

に止まらず、エネルギー需要の増加に直面する世界の各国に対しても、大きな

恩恵をもたらすことが期待できる。

　そこで、核燃料サイクル開発機構では、電気事業者、電中研、原研等の国内外

の関係機関との緊密な協力体制の下で、将来社会の多様なニーズに柔軟に対応

できる有望な高速炉サイクルシステムの実用化候補概念を具体化するとともに、

そのための開発戦略を提示する目的をもって「高速増殖炉サイクルシステム実

用化戦略調査研究」を1999年前ら実施してきている。「実用化戦略調査研究」

は、2000年11月に改訂された我が国の「原子力長期計画」においても、その

必要性が明示されている。フェーズ1研究では、安全性の確保を前提に、軽水炉

サイクル及びその他の電源と比肩する経済性を達成し得るよう、且つまた、環

境負荷低減性、資源有効利用性、核拡散抵抗性に優れる高速炉サイクルが本来

有する長所を活用したプラント概念の検討と研究開発戦略の検討を、幅広い技

術的選択肢に関する比較検討を通じて実施してきた。検討の結果、候補とすべ

き高速炉及び燃料サイクルの概念が整理されるとともに、その内の幾つかにつ

いては、経済性等の見通しが明らかになった。また、基幹電源として相応しい

大型・中型炉システムの概念に加え、分散電源や多目的利用に相応しい小型炉

の基本特性や、それらに適合する燃料サイクルプロセスの組合せが明確となっ

た。2001年より開始したフェーズII研究では、革新的技術の一層の開発・導入

を重視し、設計研究や要素技術試験等を実施している。高速炉システム、燃料

サイクルシステムに加えて、放射性廃棄物の処理処分までを含むシステム全体

を統合した上で整合性・適合性を確保し、最終的には、実用化候補を少数に絞

り込む計画である。なお、環境負荷低減に資するTRU燃焼とL：LFP核変換技術

の実用化については、コスト及び社会的ニーズの兼ね合いを評価しつつ、長期

的観点に立ち段階的に実用化を図っていく考えである。

これまでの検討を通じて、高度の安全性と経済競合性を有し、且つ、廃棄物
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発生量が少なく環境や生態の影響が最小化でき、更には、持続的かつ恒久的に

資源確保が出来る革新的原子炉サイクルとして、高速炉サイクルシステムの実

用化が有望であることが再確認された。また、分散電源や多目的利用といった

将来社会の多様なニーズに柔軟に応える観点から、有望な有力候補が幾つか摘

出された。今後は、評価を踏まえた計画の柔軟な運営、透明性の確保、国内外

に開かれた実施体制の確立により、研究開発の加速を図っていく。
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第35回原産年次大会準備委員会委員名簿

　　議長・講演者・パネリストの紹介



第35回原産年次大会準備委員会委員名簿

平成13年10月18日

　（敬称略、50音順）

委員長　　末次克彦

委　員　　青木輝行

　　　　　石川迫夫

　　　　　内山洋司

　　　　　岡暗俊雄

　　　　　長見萬里野

　　　　　見島伊佐美

　　　　　近藤駿介

　　　　　舘野　　淳

　　　　　中神靖雄

　　　　　西室泰三

　　　　　藤　　洋作

　　　　　松田美夜子

　　　　　南　　直哉

　　　　　横山裕道

アジア・太平洋エネルギーフォーラム代表幹事

中部電力（株）副社長

（財）原子力発電技術機構特別顧問

筑波大学機能工学系教授

日本原子力研究所副理事長

（財）日本消費者協会理事

電気事業連合会副会長

東京大学大学院工学系研究科教授

中央大学商学部教授

核燃料サイクル開発機構副理事長

（社）日本電機工業会会長、（株）東芝会長

関西電力（株）社長

生活環境評論家

東京電力（株）社長

毎日新聞社論説委員

オブザーバー

　　　　　中西　章

　　　　　森本英雄

文部科学省研究開発局原子力課長

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部

原子力政策課企画官

以　上
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開会セッション

〆
弩

金井　務氏

1929年　生まれ

学　歴：

1953年3月

1958年3月

1960年9月

職　歴：

1958年5月

1970年2月

1981年6月

1985年6月

1987年6月

1989年6月

1991年6月

1999年4月

東京大学工学部機械工学科卒業

東京大学工学部大学院修了

東京大学工学博士号取得

株式会社日立製作所

　（中央研究所）入社

鶏立工場原子力開発部部長

ヨ立工場長

電力事業本部長　常務取締役

専務取締役

取締役副社長

取締役社長

取締役会長

主な官職・団体役員歴：

政府関係

1996年10月　新エネルギー・産業技術総合

　　　　　　開発機構運営委員会委員

1997年2月

1998年6月

1999年1月

國体関係

1999年4月

2000年6月

電気事業審議会委員

工業所有権審議会会長

Singapore巳conornic　Devebpment

Board

I賞ternational　Advisory　Counci｝

E窪1eritus　　Member

財団法人日本適合牲認定協会

理事長

社随法人ヨ本クレジット産業

協会会長

齢 や．餉
西澤　潤一氏

1926年9月12日生まれ

略歴：

1948年3月　東北大学工学部電気工攣科卒
1948年4月～｛953年
　　　　　　東北大学大学院特別研究生

月
月
月
月

4
5
3
1
2
～

年
年
年
年
年

Q
）
4
．
0
2
〔
◎

5
5
（
◎
（
◎
（
◎

Q
）
◎
）
9
◎
）
∩
コ

ー
　
1
　
1
　
1
　
1

東北大学助手（電気通信研究所〉
東北大学助教授（電気通信研究所）

工学博士
東北大学教授（電気通信研究所〉
（財〉半導体研究振興会

半導体研究所所長

1983年4月～1986年3月
　　　　　　東北大学電気通信礒究所所長

1989年4月～1990年3月
　　　　　　東北大学電気通信醗究所所長
1990年4月～東北大学名誉教授
1990年11月～1996年11月
　　　　　　東北大学総長
蓬997年4月～東北自治総合研修センター館長

1997年9月～宮城大学名誉学長
1998年4月～岩手県立大学長

2000年6月～㈹日本原子力産業会議会長

賞：

1974年
1983年

1986年
1989年

200G年

1988無
1994年

1995年
1996無

日本学士院賞
文：化功労者　ジャック・A・モート

ン賞

本母賞
iQCG
文化勲童　自一ディス賞
2000　1薄鍋E　EIDISON　M薮…DAL

皿シア科学アカデミー外團入会員

ポーランド科学アカデミー外国人
会員

鶏本学士院会員
証国科攣技術アカデミー名誉外国
入会麹

花　書：

「闘う独創技術」1981年
「愚直一徹　一私の履歴書一」1985隼
その他

誕
翻

蕩
擁
盤

「
、
．
難
聴

土屋　義彦氏

1926年5月31β生まれ

学　歴：

1950年3月

露　歴：

1959年4月
1965年7月
1970年1月
1973年12月

1979年斜月

1982年12月

1988庫9月
1992年7月
1996年7月
1996無11月

1999年5月

中央大学卒

埼玉県議会議員（連続2期）

参議院議員（連続5期）

防衛政務次官（⑲71隼7月まで）

参議院大蔵委員長G974隼品薄まで）

国務大臣・環境庁長官（窪98G年7月まで）

参議院予算委員長（1983年7月まで）

参議醗議長（第17代・第組代〉〈1991年蓬0月まで〉

埼玉県知嘉（1期）

埼玉県知事（2期）

全国知事会会長（1期〉

全音知事会会長（2期〉現在に

至る

2000年7月　埼玉1県知事（3期〉現；在に至る

叙　勲：

1999年春 勲一等旭日桐花大綬章
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末次　克彦氏

1939年生まれ

履歴：

藤964年

1971琢

1977年

　
　
日
月
回
月

　
　
7
1

年
年
年
無

9
9
4
，
5

7
8
9
9

Q
り
Q
》
9
Q
）

1
　
1
　
1
　1

⑲96庫8月

主な役職：

経済産業省

攣稲田大学第一政治経済学部経済学科

露本経済漸聞縫編集局入社

日米薩動車資本自由化報道で購本新

蘭協会欝受欝

ハーバード大学東アジア研究所客員研究員

（～1978年）

日本経済薪聞社論説委員

編集委員を兼務
ハーバード大学ケネディースクール経蛍政策研究所フェ俸

悶大学東アジア電力改革り恥チプ臼グラム主

査兼任（～1996年6月〉

帰国後、アジア・太平洋エネルキ㌦フ励ラ

（APEF＞を設立、理在に至る

総合資源工祁キ㌧調査会ガス市場整備基

本問題研究会及び電気事業分科会、各

委員

倶涯i本1ネルキ㌔経済礒究所研究顧問

醐露本エネ駐㌧学会評議員

㈱日本原子力産業会議2002無年次大会準備委員長

主な著書、論文：

著＝露数ネルギー改箪盛電力瓢報社（1994年）

論文「Eas重Aslanεlectricity　Restructu舶9」

ハーバード大学ケネデ4一スター’レリサーチレホ㌧ト編著

（歪996庫6月〉

寄稿紅ネルキ㌔安全保瞳構想一東アジアの1ネルギー需要

の増大をめぐって」ジ国際問騨1997年6月号掲載
共悶論文「Geopolltlcs　and　Energy　Devebp舶ent　ln

Northeast　Aslaj（英睡・ケンフ“リッジ大学国際研究センター

鞘eview　of　lntemational　Affairs卸998年秋冬号掲

載〉
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セッション誰

藤 洋作氏

1937黛生まれ

学　歴：

1960奪3月

主要経歴．

1960年4月

1989年6月

1993年6月

1997年6月

1999年6月

200｛隼6月

京都大学工学部電気工学科卒

関藪電力㈱　入社

同社　支配人

同社　域締役

詞社　専務取締役

同社　取締役副社長

詞社　取締役社長

（現；在に至る）

」．コルビン氏

　J＝】ルヒン氏は、ワシントンに本拠地を置

く原子力産業関連政策機関である原子力エネ

ルギー協会（NEI）の理事長及び最嵩執行責

任者を掘96年7月より務めている。

　鍾日に入る以前は、N臼の前身のひとって

ある鍵uciear　Management　a轟d　Resource

COURCII（NUMARC）の理事長及び最高経営

責任者を務めた。

　同氏は、1980年から蓬987年にかけて、シ

ョーシア州アトランタの原子力発電所運転者

協会GNPO）においていくつかの幹部職に

就いた。園POに入る以前は、合衆目海軍の

原子力潜水艦将校を20二間務めた地、海軍

原子力船審議委員会の委員てもあった。

　現在、カメコ社役員を始め、アトランディ

ング・カウンシル原子力利用長：期計画運営委

員会を含んだ数多くのエネルギー関連の國捧

の役員を務めている。また、米商工会議所の

Assoclatゆ舜Com凱1装ee　o月00、　the卜｛erltage

Fou舜datlor】’　s　PresideRゼ　s　Club、　重he

τrade　Assoαatlo汽熱alson　Cou轟。睦、　Womeg

ln　Nudear（WIN＞恥terna定io轟aiのメンハー

てもある。

　嗣氏は、メキシコ大学電気工学科を卒業後、

原子力工学上級課程を修了。ハーバート大学

の高等マネシメントプ簾クラムも終了してい
る。

J．ブシヤール氏

1939年負月23日　生まれ

学　歴

1962年

1964年

職　歴

ig64年

1972年

1975年

1982年

1988年

1990年

パリ中央工芸学校卒業国家技師免

状取得

原子炉物理て第3期課程搏士号取得

フランス原子力庁（CEA＞入庁

フォントネ・オ・ロース研究所に

て原子炉物理実験に従事

岡研究所　実験物理クループ長

カタラソシュ研究漸　原子力研究

部長

同研究所　高速中性子炉部長

嗣研究所　物理概計部長

サクレー研究所　原子炉局長

1994年　パリ本部　軍事応用局畏

2000年　同本部　原子力開癸局長

公　職：

　・1991年～1994年　経済協力開発機構原

　　子力機関（OECDINEA＞の漂子力科学委員

　　長。

　・パリ國立高等鉱糞学校教授

　　（原子カ工学）

受　賞：

　・国家功労章

　・レシヨン・トヌール勲童
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秋元　勇野曝

1937年東京生まれ

履　歴：

1951年3月

1954年3月
1957年蓬月

1958年

職　歴：

嘘954年4月

1976年7月

1978年6月
198蓬年6月

1986年1月
窪992年6月

四二文理科大学（理、筑波大学）

化学科卒

同特別研究科修了

理学博士

：わ1ノフォルニア大学Q一レ’ン

ス・バークレイ放酎研究所

三菱金属鉱業㈱（理、三菱マテ

リアル㈱〉入社

原子力部長

取締役

常務取締役

専務取締役

取締役副社長

⑲94年6月　取締役社長

2000年6月取締役会長

公職等：

経団遵資源エネルギー対策委員会委員長、内閣府

原子力委員会参与、内閣府総合科学技術会議

専門委員、鰍池メント協会会長、経済産藁省総合

エネルキ“一言周査会委員会、RiT厩王里事、　琴斗学技ξ赫団

体連合会会長、ドイツ原子力学会名誉会員、繭

独ハイテク環境技術協力評議会委員　なと

欝：

1997年10月藍綬褒章受章
著書：

「ガイアの思想」（共著）

rしなやかな世紀」
「インテルメノッ拶」等

N．アスキュー氏

1942年生まれ

学　歴：

ターラム大学

アストン大学

ロントン・スクール・オフ・エコノミクス

職　歴

1994年

1997年

2000年3月

イースト・ミノトラント電力

代表取締役

ヴァーシニア電力　代表取締役

トミニオン・リソーセス

〈ヴァーシニア電力の親会社）

副社長（兼務＞

BNFし　代表取締役

ヘンリス・クループ　会長（兼務〉

P．ハウク氏

　P．ハウクは、欧州原子力会議〈FORATOM＞

および欧州原子力単会（ENS＞の事務局長て

ある。FORATOMは、プリュノセルを本拠：地と

する欧州の原子力産業に関する協会て、一方、

鉦NSは、欧州の原子力分野の科学者や技術者

の学衛的な協会てある。

　同氏は、理論的核物理の博士号を持ってお

り、大学の助教授を2年閤務めた後に実桑界

に転向し、さまざまな管理職を歴任した。

　1975年にトイツ原子力産糞会議の事務局長

となって以来、原子力業界とのつなかりを持

っている。トイツ原子力産業会議およびトイ

ツ原子力学会の事務局長として、原子カエネ

ルギー分野の公共の事からや公報に関する幅

広い活動の管理を担当した。漏氏は、2001年、

FORATOMと巳NSの事務局長に就任した。
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馨

簿難霧．

醒曜駕

む．ボルショフ氏

学　歴

1964黛

1973年

1982年

モスクワ国立大学　物理学者

物理および数学憎憎号

物理および数学搏士論文

職　歴：

1970年　クルチャトフ硲究所　下級研究員

1973年　クルチャトフ研究所支部

　　　　上級研究員　部長

1985年　モスクワ大学電子物理教授

ig91年一現在

　　　　ロシア科学アカデミー

　　　　原子力安全研究所所長

1997年　ロシア科学アカデミー準会員

公　職：

　・ロシア科学アカデミー・エネルギー物理

　　工学部委員会委員

　・同部原子力諮開会議委員長代理

　・自シア連邦民間防衛・非常事態・自然災

　　審被害除張省科学・工学諮問会議委員

　・モスクワ物理・工学大学講座

　　（環代エネルギー技術の安全な発展問題）

　　雑言き　「表面。崇勿理・イヒ学」　編套き員

受　賞

1988年

1997年

ソ連科学工学国家賞

チェルノブイリ事数被害除宏活動

参加に討する勇者勲章

B．コンビ氏

　パイオニア的研究、箸作、出版ならびに健康

的生活、禁煙および原子力についての講義に15

年の経験。

　コンビ氏は、1960年にロシェフォール（フラ

ンス　ボルドーの近く〉で生れた。評摘の高い

物理・数学大学工コールポルテクエック。パリ

の先進技術・科学大学（ENSTA）大学院卒（核
物理専攻）。

　国礎は、米虫、カナダ、英国、アイルランド、

ドイツ、オランダ、アフリカ（ガボン、ジブチ、

サハラ…）、パキスタン、マルティニク、マダガ

スカル、ラ・レユニオン等多くの国で生活し、

研究に従事し、旅行した経験がある。

　隅氏は、原子力支持環境保護主義者協会会長

であり、（ウェブサイト　http：〃www．ecob．org）、

ブルーノコンビ研究所所畏である。ブルーノ

コンビ研究所は、公衆衛生を推進し、健康・医

療エレクトロニクス、栄養、免疫、昆虫蛋白質、

惑星のための環境にやさしいエネルギーおよび

その他の環境問題の科学的進歩に賛献してい
る。

　10冊のベストセラー（読者旬0万人以上）の

著春であり、英語、ドイツ藷、フランス嘉、ス

ペイン言甑ポルトガル語、イタリア語等に翻訳

され、出版されている。フランス語および英語

のセミナーや会議を開催し、盤界中で健康につ

いてのテレビ番組に出演し、パリ医科大学で教

えている。

　岡氏は、スキー、水泳、セーリング、園芸、

自然を楽しみ、リラクゼーション、自己催賑、

ウインドサーフィンを指導している。

櫓99無　生態学や環境学的考え方との間に共通

　　　　基盤を見いだそうとする努力に対し

　　　　て、フランス原子力協会とフランス原

　　　　子カフォーラムより一般広報欝を受
　　　　欝。

南 直哉氏

1935年11月15日生まれ

最終学歴：

1958年3月

主要職歴＝

1958年4月
197ア年6月

蓬983年6月

1985年6月

1989年6月

199蓬年6月

1996年6月

1999年6月

菓京大学法学部卒業

東京電力㈱入社

同社　企薩輝輝画課長

同社　阿佐ヶ谷支社

　　　（現　杉並支社〉長

同社　企画部長

同社　取締役企画部担任兼広

　　　報部担任

同社　常務取締役

同社　取締役副社長

同社　取締役社長

（環在に至る）

その他の主要役職：

1999年4月　経済周友会副代衰幹事

2001年6月　電気事業連合会会長
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讐 瓢
錦灘

圏
こ
二

森鳶　欝欝氏

1934年1｛月鷹4Eヨ生まれ

1958年　東京大学法単部卒業（法学士）

葉968年　ハーバード大学1コー・スクール大

　　　　学院修了（法学修士し．L．　M）

蓬971年～1996年

　　　　名古屋大学法学部教授

窪994年～1996年

　　　　名古屋大学大学院国際開発研究科長

⑲96年　名古屋大学名誉教授

1996年～2000年

　　　　上智大学法学部教授

1999無～2000年

　　　　上智大学地球環境研究所所長

1998年～鰯地球環境戦略研究機関理事畏

公　職：

　法制審議会民法部会委員、中央環境審議会

企鐵政策部会長、産業構造審議会消費経済部

会長　他

受賞歴：

　環境保全功労者賞α995年　環境庁）

　グ［コーパル500賞（1996葎　UN圧P墨連環境計画）

主要著書：

　不法行為法講義（有斐閣）、医療と人権

〈共編著　糞斐閣）他

主要論文：

　「國果関係の認定と賭償額の減額」星野業

森塵編・現代社会と民法単の動向・上（有斐

閣）、「環境探護と持続的開発のための法的原

則」大来監修・地球環境と政治（中央法規〉

下平尾　勲氏

1938年　生まれ

学　歴：

捻63年　大阪市立大学経済学部卒業

1968年　　　同　　大学院経済学研究科博

　　　　士諜程修了（商学博士）

職　歴：

1968年

壕974年

1980年

20研年

佐賀大学経済学部助教授

福島大学経済学部助教授

福島大学経済学部教授

（現在に至る〉

地域創造支援センター長

公　職：

　・福臨県総合開発審議会会長

　・福轟県都市計画地方審議会会長

・福島県河川審議会会長

・國土庁地方振興アドバイザー

著　書

2001年　　『構造改革下の地域振興』

　　　　　（藤原書店〉　他

懇　
纏
　
　
藝

十三二

癖、

西川　正純氏

1943年3月17日生まれ

学　歴：

1967年3月

職　歴：

窪967年4月

1979年7月

1983年5月

1987年5月

1987年5月

1991年5月

1991年5月

1992年12月

1996年12月

2000年12月

慶鷹義塾大学経済学部卒

日本郵船㈱入社

柏弓鋸機㈱入社

柏崎市議会議員（一期〉

ヰ白崎7盲言義会議員　（』二期）

柏崎市議会副議長

柏鋳市議会議員（三期）

柏崎市議会議長

秦白崎市長　（一期目

柏綺市長（＿期）

季白崎市長　（三三糞層〉
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濱田　隆一氏

1942無生まれ

学　歴：

1965年3月

職　歴：

1965年4月

1986年7月

1988奪7月

1989年7月
199蓬：年7月

1995年7月

1997年6月

2001年6月

慶鷹義塾大学経済学部卒業

中部電力㈱入社

　岡社　秘書室課長

　岡社　秘書室次長

　岡社　財務部次長

　同社　ロンドン事務所長

　同社　支配人　秘書室長

　岡社　取締役　秘書部長

　岡社　取締役　電気事業連

合会出向（専務理事〉

松田菱夜子氏

給4マ年生まれ

学　歴：

　奈良女子大学卒業

職　歴：

　・富士常葉大学環境防災学部助教授

　・生活環境評論家（廃棄物とリサイクル）

公　職：

　・経済産業省認定消費生湧アドバイザー

　・國の各種審議会の奪門委員を歴任し、国

　　の主要なリサイクル法の制定に携わって

　　きた。欧米14肇国の廃棄物政策の動向

　　をつかむため毎年自費で現地を訪ねて

　　13年になる。ドイツは毎年定点観測を

　　続けている。

・市民の視点から、国内、欧米のごみ・リ

サイクルをとらえて、講演、鞍筆、テレ

ビ・ラジオのコメソテータなど、多方諭

で活躍中。

・元気なごみ仲問の会代表。
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年餐会

栗田　毒雄沃

1930年生まれ

学　歴：

壌953無3月

職　歴：

蓬953年4月

細55年4月

1974庫7月

1976年9月
葉977年6月

1987年4月

19窃年4月

1994年4月

東京大学法学部卒業

大蔵事務官

自治庁入庁

自治省税務局市町村税課長

自治省税務局固定資産税課長

福井県副知事

福弁県知事（現在に至る）

米価審議会委員（⑲99年6月
まで）

政府税制調査会委員（2000年

7月まで）

譲

欝
血
辮

河竹登志夫氏

1924庫　　東京生まれ

学　歴：

⑲46隼　棄京帝国大学理学部物理学科卒藁

惚5霊年　早蕨闘大徳文学部芸衛科演劇専攻卒業

1954犀　　　〃　　火学錠芸徳学修了

職　歴：

組64年　贈爵細大学文学部教授（～1990年）

⑲74年　ウィーン大学客員教授（～1979年）

1990隼　共立女子大栄文芸学部教授（～1995璋）

　　　　1960年から漱舞彼海外公演に文芸顧問として
　　　　11［置目行

理　在：

　・早稲国大学名欝教授・文蛤博士・文化功労蓄
　・オーストりア（ウイーン）科学アカデミー会員

　・日本演劇協会会長、文化庁芸三園執行委員長、都

　　民劇場理事長

　・棄京都歴史文化財団・セヅン文化財団・ポーラ伝統文

　　化振興財鋼・民族芸徳交流協会・放送文化基金他

　　各理事

　・露本芸衛文化振興会（闘立劇場〉・艮面罵衛協会

　　他　各評議員

受　賞＝

霊961隼

1967隼

1977無

1980黛

1981年

1982隼

1987集

1988年
～ggo無

1991年

1994隼

1995隼

1996年

2000年

200闇年

警字見論監感謝状　 （機膠§文イヒ誌「名f乍…戯註封物言養」

10年問連載〉

芸術選奨文部大臣新人賞（「比較演蘭学」）

芸能学会特罰賞（学位論文Fハムレット移入
史の概究」〉

毎日出版文化賞（ジ作者の家」）

読売文学賞（「作者の家」〉

サンケイ児壷出版文化賞（「近松門左衛門」）

紫綬褒寧

神岡目文化賞
自象八霊賞・ダブリン市罠賞（ギ歌舞伎美論」）

簾京都教育長表彰（子供かぶき教蜜200圃へ
の賃献〉

外務大盛表彰

国際交流基金賞

勲王等旭日中綬章

畏谷潤素目

恩賜賞・鐸本芸術院賞（ヂ河竹登志央激舞伎
論集」ほかの研究・評論の馬柵）

文化功労餐顕彰
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セッション3

麟響

薪覧
　　㌃　　曜
　　凡　鍵　　・鰍

　　1摩羅
　　　　　　　　聡ド

近藤　駿介氏

協42隼　生まれ

学　歴：

1965年3月
1970年3月

　
月
口
〔

：
4
4
．

歴
庫
庫

　
7
0
8
4

職
1
9
⑲

1988年8月

1995隼4月

丁999無4月

専門分野

東京大学工学部原子力工学科卒業

東京大学大学醗工学系研究科簿働課程
（療子力コニ学専攻）修了

工学搏士

寮京大学工学部講師（原子力工学科〉
棄京大学工学部教授〈付属原子カユ：学珊究
旛設）

東京大学工学部教授（システム量子工学
科　旧漂子力工学科）

東京大学大学院黒学系研究科教授（シス
テム羅子工学専攻）

藁京大学原子力研究総合センター長（群
任〉現在に至る

1．軽水炉、FBR、核融合炉等の設計、運
　　転に関する漂子炉システム工学

2．事故解析、確潔論的安全評価、安全基
　　準などに関する原子力安全工学

3，人と機械の共存を追及するヒューマン
　　インターフェイス工学、脳工学

著　書　「入はなぜ失敗するのか」監訳（ミオシン出蔽）

　　　　（1999年7月30日）
　　　　「原子力発電所で働く人々」編著任RC鵡版）
　　　　（1998年12月25日〉
　　　　ジ私はなぜ腰子力を選択するのか」監訳
　　　　（薮RC出版）　（1994年10月25目）
　　　　「エネルゲイア」（電力瓢報樹（1992年10月）
　　　　（’93エネルギーフォラム賞優秀作）
　　　　「やさしい漂子力教室Q＆A」（ERC出版〉
　　　　（1991隼3翔15日〉

　　　　（’92エネルギーフォラム賞啓発作）
　　　　源子力の安全性」（同文霰院）G990無1月8B＞
　　　　ギやさしい膜子力Q＆A」（虫下出版〉（1986年

　　　　8月12日）
　　　　r窪大技術の安全性」（分担執簗）（電力斬報
　　　窒土）　（箋987爺4月27日〉　　｛也

公　職：漂子力委員会参与

　　　原子力安全委員会轟門委員
　　　経済産業省総合資源エネルギー講査会委員
　　　　（払子力部会長、勢子力安全・保安部動転）

　　　飼エネルギー総合工学硲究所理事
　　　　R巳＄Sεdiミor

内山　洋司氏

1949年　生まれ

経　歴：

1976年3月
1978寡3月

⑲79隼6月

1981年3月

　
月
日

：
4
9

歴
駕
年

　
麟
8
5

職
⑲
絶

1990年6月

霊992無6月

鷹995年4月

1997隼1月

東京工業大学　工学部金属工学科卒叢

同上大黒院　理工学研究科原子該工学奪
攻修士課程終了

スウェーデン　シャルマース工科大学大
学院物理学科客員研究員（～｛980隼8月）

東束工業大学大学院理工学研究科原子該
エ高専隔世馨士厚手呈イ蔭管7　コニ学†導d＝

翻電力中央研究所入訴　経済研究所勤務

米国電力研究所（EPRI＞客員研究員
（～1987無3月）

囎電力中央研究所　経済山脚所　エネル

ギーシステム研究饗専門役

　同上　経済社会研究所　技衛評価グル…
ブリーダー

棄京工業大学穴学院総合理工学研究科
人間環境システム専攻客員教授（～2000
球3月）

働電力中央礒亀甲　経済社会研究所　上
席研究員

1997年6縁
2000葎4月

　職上　漂子力政策窒　次長（熱務）

筑波大学　機饒工学系教授
（環在に薫る〉

学会・政府開係：

日本原子力学会　トリウム利用委員会幹事

698霊無～1985年）

黒本化学工学会編簗委員（1987隼～1991無〉

エネルギー一資源学会鰯簗実行委員（1992年～現在）

中皿増殖炉懇談会委員（｛996年2湯M2月）

通産省総合エネルギー調査会エネルギーセキ講リテイ

WG、天然ガス小委員会委員（2000年9月～200簿8月〉
経済産藁釜総意嚢源エネルギー講親叢叢時委員

（2001年2翔～20035奪＝2月）

通産省塘球環境対策技術講査委員会委員、通産雀技術

評価鵠会小委員会委員、科学技術庁研究評緬委員、漂

子力円卓会議など政府委員会累減として参擁

専門分野：

技徳評価、技衛経済、エネルギー・環境システム分析、

ライフサイクル評個1

榎本　聰明氏

細39年生まれ

　
謂

轟
業

学
紛
卒

職　歴：

壌965奪4月

1983年7月

⑲87年7月

東京大学工学部原子力工学科

東京電力㈱入社

同社　原子力建設部原子力計

　　　画課長

同社　福島第一原子力発電所

　　　技徳部畏

1988年12月　　同率土

1991年7月　同社

1992年7月　　同ネ土

原子力建設部副部長

原子力業務部副部長
（原子力企画担当）

原子力業務部副部長

1994無6月

蓬995年6月

1997年6月

1999年6月

同社　原子力業務部部長（原

　　　子力階層担当）

同社　柏崎メlj羽原子力発電胴長

同社　取締役　原子力本部副
　　　　　　　　本部長

　　　兼技術開発本部副本部長

筒社　常務取締役　原子力本部長
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　　　　嚢蕃1幽

幽欝融
鈴木達治郎氏

窪951年生まれ

学　歴：

｛975年　棄京大学工学部原子力工学科卒

1978年　マサチューセッツ工科大学プログ

　　　　ラム修士修了エ学博士（東京大学）

職　歴：

蓬978年10月　㈱ボストン・コルサンチィン

　　　　　　グ・グループ

1981年2月　国際エネルギー政策フォーラ

　　　　　　ム　主任研究員

1986年9月　MiTエネルギー政策研究センタ

　　　　　　一　客員研究員

1988年4月　M汀エネルギー・環境政策研究

　　　　　　センター　客員研究員

細89年6月　MIT国際原子力安全性向上プロ

　　　　　　グラム副ディレクター兼務

1993年9月

1996年鐙月

1997年、月

窪997年6月

2002年

M汀国際問題概究センター主
任研究員

㈱電力中央研究所　経済社会
研究所　概究主幹

囎電力中央研究所経済社会研
究断　上席研究員

㈱電力中央研究所　原子力政

策窒（課長）兼務

東京大学客員助教授（原子力

エネルギー社会工学）

館野 淳氏

1936年　生まれ

学　歴

1959年

職　歴

1959年

1997年

東京大学工学部応用化学科卒業

日本原子力硲究所入所

中央大学教授　台地に至る

公　職：

　・日本科学者会議原子力聞題研究委員会

　　委員長

著　書：

　『廃炉時代が始つた雲（朝日新聞社）

　『菓海村臨界幕数』（新日本出版、共著）

ざ異端の化合物雲（大月書店）

『Q＆Aプルトニウム蓋
共著）

多動燃・書亥燃・2000年誰

共著〉

リベルタ出版、

リベルタ出版、

野田

盆趣

宏氏

で946年　生まれ

学　歴：

1971年3月　東京工業大学　原子力工学科

　　　　　　修士課程修了

1983年5月　米國Mぼ　原子力工学科修士及

　　　　　　びエンジニア卒

職　歴：

19刀年4月　東京電力入社

1989年7月　本店　療子力建設部原子力設

　　　　　　計課長

1992年7月　福農第工原子力発電所強電部

1994年7月　本店　原子力建設部副部長

｛997年フ月　本店　原子力技術部部畏

1999年7月　核燃料サイクル開発機構経営

　　　　　　妻戸本部FBRサイクル

　　　　　　開発推進部畏
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セッション4

中村　政雄氏

蓬933隼4月1Ei生まれ

略　歴

1955年

1959年

綿83年

1996年4月
現　往

九州工業大学工学部卒

東京都庁勤務

読売新聞社入社

同社論説委員に就任

愁愁退社

科学ジャーナリスト

主な著書：

「気象資源」　（講談社）

r原子力と環境」（読売新聞社）

「資源戦争」（読兜新聞社〉

「10歳からの科学」（読売新聞社）

「気象経済学」（PHP研究所）

「ジャーナリストの証雷」共著

「最新科学情報点」（K．Kベストセラー）

「日本を支える人と技術」（文藝春秋）

「コロンブスの卵」（講談社）

「ニッポンの安全管理」共著（日本総合出版）

rエネルギーこユースから経済の流れが一自

でわかる」（青春出版社）

委員会等：

産業技術審議会委眞

研究・技術計画学会参与

原子力委員会専門委員

霞本科学技術ジャーナリスト会議理事

専門分野：

世界の原子力’清勢の動向

日本の原子力開癸について

地球環境閤題

技徳社会論

」。メリフィールド氏

　ジェフリー・メリフィールド氏は、1989無10月

23日に原子力規制委員会（NRC）委員に就任した。

その前の数年間は、2人の米図上院議員の上級法律

顧問および議会補佐宮として、また環境，規制問

題奪潤の心礎士としてワシントンDCで活躍した。

　NRC委員に就任する耳当は、ロバート・スミス

上院議員（共和党、ニュー・ハンプシャー捌選出〉

が議長を務める上院スーパーファンド，廃棄物規

制，リスク評価小委員会のMalority　Counsel蕪Staf蓄

Directorであった。メリフィールド氏は、この職務

に難いていた4年闘に，固体・危険廃棄物処分お

よび浄化法案を起草した。また，戦略部隊小委員

会議長も務めていたスミス上院議員に対して、国

防総省およびエネルギー省の施設の環境問麺に関

して助言した。

　1992年9月から1995年1月までは，メリフィー

ルド氏はワシントンDCのマッケナ・アンド・キュ

ネオ法律事務所に勤務し，広く環境，契約および

規希燗題に関して顧客の代理入を務めた。

それ以前の議会関連の仕事としては，馴初は⑲87

年1月から⑲90年12月までゴードン・ハンフリー

上醗議員（共和党、二r・ハンプシャー州選出〉、

次に1990隼黒月から1992年フ月までスミス上院議

員の議会補｛左官を務めた。メリフィールド氏は、

主として環境，エネルギー，運輸および農業閤魑

を担熟した。

　同氏は，二裁一・ハンプシャー囎アントリムの

出身で、タフツ大学で政治学と歴史を専攻し，

1985年に第2位優等生として学士号を取得した。

タフツ大学卒業後，ダイレクトメールおよび電話

マーケティング運動を組織・監督して、大学のため

に400万ドル以上を集めた。で992年にジョージタ

ウン大学法学部から法学博士号を取得した。

同氏は、ニュー・ハンプシャー州とコロンビア轄別区

の弁護士会の会員である。

崔　洋祐　沃
（チエ・ヤンウ）

紬43年　生まれ

学　歴：

1966年2月

職歴＝

1966年6月

1975年5月

1982：年9月

1984年1月

1987年2月
1993：年4月

1998年6月
蓬999年3月

観世大学工学部電気工学科卒

韓圏電力公社入社

月城原子力部門プqジェクト管理

副部長

古里原子力本部電気部長

品質保証室原子力QA統括部長

原子力発電本部副部長

蔚珍原子力丁目所3、4号機建

設所長

同社　原子力建設部長

同社　原子力事業本部副社長

2001年4月

り　 @　　ぬノ　ロ
表　　早ジ．

蓬998年9月

韓国水力原子力株式会社取締

役社長

蔚珍原子力発電所3、4号機の

建設完遂に対して韓国大統領

から産業貢献賞を授与される
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R．クリッチ氏

　原：子力産業界に従事した25年間に、許認

可および技術分野でさまざまな職務を経験し

てきた。1998隼4月には、コモンウェル
ス・エジソン（Co儲Ed）社規制業務握当副

社長に就任し、現在は、エクセロン社の許認

可担当副社長職にある。許認可皇霊副社長と

して、ペブルベッド・モジュール型原子炉

（PBMR）など将来的な新懲代の事業酒動に

おいて、エクセロン・こユークリア社の許認

可活動を唱導する全般的な責務を負ってい
る。

　規制業務担当副社長嶺時は、コモンウェル

ス・エジソン社の本社および所有の6カ所の

原子力発電所の代表として、NRC（原子力

規制委員会〉・各種州規制機闘および規制プ

ログラム分野の調整を図る責務を負ってい
た。

　コモンウェルス・エジソン社λ社以前の経

歴としては、19％年から96無に、カqライ

ナ・パワー＆ライト社のH・B・葭ビンソン

原子力丁丁所の規制問題担当部長を務め、

96年に、同社療子力技術部門の技師長に昇

格した。1988年から94年には、フィラデル

フィア・エレクトリック社原子力グループ本

部のリメリック原子力発電所の許認可部門を

率いた。また、バージニア・パワー社および

コンシューマーズ・パワー社でも許認薄およ

び規制関連で広範な経験を積み、コンシュー

マーズ・パワー社では本社およびパリセード

原子力癸電所に勤務した。ゼネラル・アトミ

ック社で、葛温ガス冷却型原子炉（HTG2）

の開発に携わった経験も有している。

1972年に、ニュージャージー工科大学で機

械工学の理学士号を取得。73年には、イリ

ノイ州立大学で原子力技術の修士号を取得。

懸
S．ブ日スナン氏

　プロスナン氏はオックスフォード大学で物

理学を専攻、鷹977年に｛憂等学位（Ho汽ours

Degree＞　を取斥辱、1981年に慢1士・号を取そ辱。

その後は英国中央電力庁（CEGB）およびそ

の後継会社に勤務。専門は原子力で、そのキ

ャリアのほとんどは核燃料サイクルの仕事に

費やしてきた。

　過去4年間、笹野は英國核燃料会社

（BNFのの子会社で原子力発電事業を行な

うマグノックス・エレクトリック社で電力営

業部門の壷任者を務めてきた。それまでの電

力プール制度に代わって、2001卑3月27日

から新電力取引制度（NETA）がスタートし

たため、マグノックス・エレクトリック社と

しても新制度に対応するための変更を求めら

れることになり、同氏がその翼施責任者とな

った。周氏はマグノックス・エレクトリック

社の役員会にエネルギー営業担当取締役とし

て名を連ねている。

評穫
鳶撫

一嫉

謬瀞

象瀦

」．フイチ氏

　BNFLグループのウエスチングハウス・

エレックトリック（WH）社の原子力プラン

トプ環ジェクト担当上級副社長として、フィ

チ氏は、間社事業部門の商業、規制、品質、

工学、製造、財務に関するすべての活動の旧

任者として指葎をとる。原子カプラントプロ

ジェクトは、主要な3分野、すなわち新規原

子力癸電所（構成機器の製造を含む）、蒸気

発生器の交換、原子力発電所の計装制御機器

（近代化、高度化、交換を含む〉から成って

いる。2001年4月に現職に任命される。

　現職に就任する前の1999年から2001年3

月まで、W8社の核燃料勲業部門の上級副社

長をとして、購纂業部門のヨーロッパ〈スウ

ェーデンと英国）と米國における事業活勤を

総括する。それ以前には、同社の商業用核燃

料部の工学、プロジェクト管理、事業計画、

総合的品質、製造の各分野の要職を務めた後、

副社長兼部長となる。⑲72年に原子力設計

技術者としてWH社に入社。

　ミシガン大学の原子力工学理学士および修

士号を取得している。現在、ミシガン大際原

子力工学放射線科学科の諮問委員会委員。ミ

シガン大学同窓会は得99年、原子力工学に

おける功績に対して功績賞を授与。
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1945年　生まれ

麟盤
十市 勉氏

学　歴

1968年

1973年

職　歴

1973年

1978年
歪979年

ゴ981年

1983年

4990年

歪991年

噛994年

2000年

200偉

東京大学理学部　地球物理学科　卒業

東京大学理学系大学院　地球物理コー

ス博士課程卒業

同　理学博士

働日本エネルギー経済研究所　研究員

同　主任研究員

省エネルギーセンター　研究室長

研究音謬　第3石吾究室　 室長

米国マサチューセッツ＝二科大学（MiT）

エネルギー研究所客員研究員

研究主幹

総合研究部長

理事・総合研究部長

常務理事・第1研究部長

常務理事・首席研究員

主な公職1

・総合資源エネルギー調査会　臨時委員

・石油公國　経営諮問委員会委員

・産業構造審議会　産業技術分科会　研究開発

　小委員会委員等

主な蕃霧：

ぎエネルギーと国の役割一地球温暖化時代の税

制を考える曇（共著、コ日ナ社　2001年）

『石油一日本の選撫（B本能率協会マ新ゾル随ン
ター　　唯993年）

罫湾岸危機後の薪中東秩序露く共著、国際問題研

究所　1992年）

罫第3次石油ショックは起きるか謹（霞本経済新
聞ネ土　　1990無）

第斜回エネルギーフォーラム賞優秀作受實
ぎシリーズ世界の企業　石油産業蓋

（編著、鏑本経済新聞投　1987年）

第8圓エネルギーフォーラム賞受賞
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市民の意見交換

鉱・・盤華欝

土屋　佳子沃

歪956無10月31日　生まれ

慶磨義塾大学法学部法律学科卒

テレビ静岡　アナウンサー出身

主な出演歴

大調査！1なるほど日本人（TX）リポーター

猿さんのひゆ一まんテレビ（↑X）ゲスト出演

くらしの経済（鑓HK＞リポーター

ニュース（朝日ニコ．一スター〉キャスター

こユースファイル（A鑓B）キャスター

選挙特番93ヨ本の選択（衛星チャンネル〉キャスター

天気予報（TX＞キャスター

マネー情報ぐrx＞リポーター

港区区長対談（CTT）インタビュアー

政麻行政広報グラフ誌「フォト」大臣対談

こんにちは県議会（TVS）キャスター

編集局発（衛星チャンネル）ニュースキャスター

モーニングショー（ANB＞生CM
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セッション5

横出　裕道氏

学　歴

窪969年

職　歴

1969年

東京大学理学系大学院修士課程修了

毎日新聞社入社

社会部、科学部を経て科学部副部

長、科学環境部長唄論説委員を歴

任

（現在に至る）

公　職：

　・日本科学技術ジャーナリスト会議　副会長

　・「女性科学者に明るい未来を」の会理事

　・中央環境審議会臨時委員

著　書：

　「次の大地震大概究」

　「遺伝子のしくみと不思議」

　「いま地球に何が起こっているか」

D．ニコルズ氏

1954年生まれ

学　歴

1976年

ig77年

職　歴

英国王立海軍エ学校（マナドン）

理学士号（優等学位）取得（機械工学）

英国王立海軍兵学校（グ肛ッジ）

大学院修了轡型取得（猿子炉技術）

1971～1982隼

1973～4976年

1977年

1982年

1984年

　　英国海軍（機関将校）

　　英国脚立海軍工学校（マナドン）

　　1）理学士号（優等学位）取得
　　　　（機械工学）

　　2）機械工学・英国海軍志願課程

英国王立海軍兵学校（グ鵬ッジ）大

学院修了簸轡取得（原子炉技術）
Bサンタ“一ス“＆サンス“亭土　（ノ二二二五土木二こ事

担当部長〉

南アフ1功電力公社（ESKOM）

1989年

｛99堆鐸

1993年

1998無

200潮年

技師長ωスク評価）リスク基準言午認可支

援向けレベルち2，3確率論的リスク評価

（PRA）

技術支援部長（クパーグ原子力発電所）

原子力発電所向け技術支援全般

運転改善（設計・装備）

原子力安全部長電力会社原子力活動

独立評儀
へ“ t“ルへ“ット“・モシ“ユール型炉　（PBMR）

プqグラム部長

PBMR社最高経営費任者

資　格：

　原子力技舗協会（英国）会員、機械工学技師協

　会（英国〉会員、技術審議会登録公認技節（英

　圏）、許認可取得専門技飾（南アフリカ共憩国）

　鐸CR建設問題解明（蒸気発生器くSG）の粒界

　応力腐食割れ（iGSCC）等）

饗場　洋一氏

鷹943年　生まれ

学　歴：

1966年3月　東京工業大学工学部電気工学

　　　　　　部卒

職　歴：

1966年4月

1977年9月
1992年1哩月

1995年6月

1998年4月

三菱原子力工業㈱入社

三菱重工業㈱へ派遣

　同社　軽水炉技術部次長

　周社　原子力嘉業本部原子

力技術センター

原子力プ目ジェクト部長

　同社　原子力事業本部原子

力技術センター

軽水炉プラント技術部長

1999年6月

2001年4月

200窪黛6月

　同社　取締役原子力事業本

部副事業本部畏

兼原子力技術センター長

　岡社　取締役原子力事業本

部技師長

　同祉　特別顧閤

略一15



G．マーカス氏

　G．マーカス氏は、エネルギー省（DOE＞

原子力エネルギー・科学技術局の主席劃局長

として、ウィリアム・D．マグウッド同局局

長を補佐し、現；在、次世代原子炉の開発、先

端的原子力技術、医療の治療、診断、研究に

必要なアイソトープの製造と配窃の責任者と

して原子力回訓や施設に技術的な指導を行っ

ている。さらに、DO巳の試験炉や研究炉の

運転および研究、環境、施設の管理に関する

様々な酒動の監督補佐をしている。

　また、原子力規制委員会（NRC＞では、

4年間、ケネス・霞ジャーズ三山の技徳補佐

として、同委員が関心を持っていた技術また

政策に関する広範囲な問題について助言や提

言を行った。この闘に、NRCから日本に派

遣された初の被任命者として、葭本の通産省

に派遣され、5ヶ月間、日本の改良型沸騰水

炉の許認可手続きについて研究した。

　現在、アメリカ原子力学会（ANS）の会

長を務めている。また、工学学生ワシントン

D．C．インターン制度くWIS∈）と全米管理協

会のR＆D評議会の理事でもある。ANSや：全

米科学振興協会（AAAS）の特別会員である。

　同氏は、核工学教育の将来の必要性に關す

る全米研究会議委曼会の元委員である。核工

学部のMIT　CorporatioR　Visi軸g委員会の委員

を3期務めた。数多くの専門的論文や出販物

がある。原子力規制政策、エネルギー技術と

政策、国際原子力政策、高度化原子力技術な

どを研究テーマとしている。

　同氏は、MITより理学士と物転調学修i士、季亥

工学で理学博士を取得。米國で核工学博士を

取得した最初の女性である。

（チョン・プンイル）

1943年　生まれ

学　歴

1966年

1973年

1975年

職　歴

1975年

1989年

1989年

1992年

霊994年

ソウル国立大学原子力工学部卒

米国カーネギーメ自ン大学原子力

工学修士諜程修了

　　同　　原子力工学博土州

韓国原子力研究所（KA巴RD原子
力政策部門　部長

韓国原子力硯究所（KAERD研究
炉開発担当副所長

科学技衛省（MOSτ）原子力局長

韓国原子力研究所（KAERI＞副所長

国際原子力機闘qA巳A）原子力発
電部長

相澤　清人氏

紬45年生まれ

学　歴：

1968年3月

1970年3月

護973：寧3月

職　歴：

窪973年4月

1991年4月

葉京大攣工学部原子力工学

科罪業
同大学大学院工学系研究科
原子力工学専門課程

修士課程修了

同大学　大単院工学系研究科

原子力工学専門口程

博士課程修了

動力炉・核燃料開発事業國入社

同事業団　動力炉技術開発部

担当役（安全研究担当）

童任研究員

ig92年4月

1993年4月

窪995年4月

1996：箪7月

1998年窪0月

東京工業大学　原子炉工学研

究所　客員教授

岡事業國　大洗工学センター

安全工学部長

同事業団　大洗工学センター

基盤技術開発部長

岡事業団　動力炉開発推進本部

副本部長

核燃料サイクル閣発機構理事
（現在に至る〉

略一16
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原子力発電の先進国、フランスの知恵。

こぞんじですか？フランスの電気の約75％は原子力発電でまかなわれています。そして、この国では、

原子力発電所で使い終わった燃料の中からプルトニウムを回収して、

再び発電の燃料として利用しています。このリサイクルのしくみが、「プルサーマル」です。

資源小国こそ「プルサーマル」という発想。

少ない燃料でたくさんの電気がつくれる原子力発電。しかも、運転中に地球温暖化の原因となるCO2を

排出しません。しかし、その燃料となるウランも、石油や天然ガスなどと岡じように、決して無限ではありません。

フランスやわが国のように、エネルギー資源に恵まれない国にとっては、プルトニウムも有効に利用することが

大切です。「プルサーマル」は、エネルギー資源をリサイクルする方策のひとつです。

安全な利用実績は、海外で約40年。

　　　　　　プルサーマルはウラン燃料のリサイクルです。

明ヨのため‘ユ，烹プルザー7ル
　　　　　　　　　　　　　　電気事業連合会

Ad－2
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環境と調和し資源を大切にする、

富士電機は、わが国で初めての商用原子力発電所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　柔　　　儲’‘・晒禽　蕃東海発電所』の建設に携わって以来、ナショナルプロジェクト

の一端を担って各種原子力分野の開発事業に取り　　　　　　　　　　　　　　　　鴨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　騒瓢　。　，紺
組んでまいりました。これからも、地球環境と調和　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頚

した21世紀の新しい原子力事業に向け『豊かさへの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二　　　ru　　’　　　　＝藤　　益

貢献餌創造への挑戦舘自然との調和遍を理念に

’斬新な技術開発に挑み、豊かな社会づくりに貢献してゆきます。　　　　　　　　ξ唯．　誕ゴ

革新テクノロジーに取り組んでいます。

’ま！1籏．鯛’　吊

一磁魑躍臨塾

，　　悪二　繋　．

巨卍謹飾に■糧 富士電機
蜜士電機株式会社原子力・放射線事業部〒210－9530神奈川県111嫡市lll崎区田辺新田1番1号TEL．044－329－2182

墓
第
3
5
回
原
産
年
次
大
会

Ad－3



墓
第
3
5
回
原
産
年
次
大
会

原子力発電技術の確立に夏H！：は．

盆祉一同となって取り組ん眉います。

謹撰薩誘

網
羅
、

誌
耀
、

獲
．
－

　
瓢

　
．
騒
一

　
　
璽

　
・
ご
㌦
。

　　

@
騨
麟

欝
へ

懸
騨

獲
麟

膿
縛
韓
藍

　　　一　　臨・蕊
　　避　　　頴
《陰．　∫渓

　　ζ噛　　瑠詮統．
　　妻
　　　一　　　　喫憲

　　　騨繊
　　　　　設
　　　野　　。．

　鮮・輪飾

　　　　　　　総轄　　　〆

※写真は、横浜第一工場で製作中の135万田級
A－BWR・原子炉圧力容器を示しております。

五H互二割1騨講欝
　　　　　　　〒100－8182東京都千代田区大手町2－2一［（新大手町ビル）

　　　　　　電言舌（03）3244－5301

　　　　　　エネルギー事業本部／原子力事業部／横浜第一工場
　　　　　　〒235－GO31神奈ノ1｛県横浜市磯子区新中原町　電話（G45）759－21日

Ad－4



MπSU副SHl
　　　　三菱電機

“鰐口5御世醜鱒

環礁維誌

黒磯夢騨一ソ馳一油ン

街で、家庭で、オフィスで一。

三菱電機は、地球に優しいシステムで電力供給を支えています。

私たちの暮らしにかかせない電力。竃菱電機では、お害さまの多彩なニーズにお応えずるため、

21世紀のエネルギーソリューシ蕊ンをこ握難します。

鑑撚撫＿＿＿。＿＿＿＿＿
鍵櫻熱＿＿＿＿＿　＿＿＿＿。．
臨羅藁縄四二，＿瓢

〒100－8310東京都千代田区丸の内2－2－3〈三菱電機ビル＞TEL⑩3＞3218－21｛1 み三菱電機株式会社

魏φ
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第35回原産年次大会

地：球46億年の恵みを
確：かな友術で

　原子カコ＝ネルギーとして
　　世のφに送り出して0ぼする

原子燃料・加工3社

曽
社
社

洲
会
会

レ
刀
式
式

軌
株
株

ク
料
業

闇
毫
燃
工

　

勘
子
料

卜
原
燃

グ鉗
菱
子

襯
三
原
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Kawasaki

人間と地球

川崎重工の技術が考え続けるテーマで嵐

　　　　川崎重工は、陸・海・空に多彩な製品

　　　　を送り出す「技術の企業」として、

　　　　またKawasakiブランドでグロー

　　　　バルに事業を展開するエクセレン

　　　　　トカンパニーとして、豊かな経営

　　　　資源を保有しています。

　　　　原子力分野においても、これらの

騰総総餓術を生かして原子炉趾措

　　　　置を含めた研究開発、設計・製作に

　　　　取組んでいます。

難くBWR用

　　使用済制御棒切断装置
　　（ウォータージェットによる水中切断装置）

　　　　　画面三眠重工
　　　　　プラント・環境・鉄構カンパニー

　　　　　プラント営業本部パワープラント営業一部

〒105－6116東京都港区浜松町2丁目4番壌号（世界貿易センタービル）

　　　　　　　　　Tel　O3－3435－2331
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調殖eo
　　槻蹄ユアテック
警灘備二二調徽撒木鰹本櫨縮騰鯛…1－1T・・・・・…6・・1・1・・藻・・・…手・・田・・…形・鵬・・・・・・・・・・・・…

、
電
賓
。

、
寝
術
。

、
人
魍
。

　　　　　㊧）覧潔i封呈葉環釜難

本社／〒980・0804仙台市酒乱区大町二丁目15蚕29号T巳LO22－261－5431㈹FAXO22－268－9938

◎支　社／八戸，能代秋田、酒田、女嵐新仙台、東新潟、霧潟，新地、原町　　⑧技術開発研究センター

纒票燐r絵鷺腿誌由鷲瀦㍊警醗癩『誌鰭藁評蓄馨醤義畿譜

http：／／ww轡。量ohatu．　co．　lp
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讐

BWR原子力発電の安全運転、効率化に貢献する
さまざまなエンジニアリングサービスを提供します。

　TEPSYS炉心管理システム部は、東京電力の原子炉（8W9）の

炉心管理を囲的に東電ソフトウェア株式会社（TSI）炉心管理システ

ム部として1986年スタートしました。1988年の福島第一原子力

発電所1号機の受注から、順調に実績を重ね、現在は12基を担当し

ています。これは、実に国内の8WRの約4割に相当しています。

　2001年達0月にTEPSYS炉心管理システム部として新たなスタ

旧東躍ソフトウエア（株）と演東電コンピコ．一難サービス（株）は

200嘲明旧㈱テカシス払ズとして生まれ変わり乱た。

一トをきり、炉心管理業務を充実さぜるとともに、関運技術にも力を入

れ、●炉心監視システムの開発導入●炉心安定性解析●プラント熱

流動解析●確率論的安全評価●ノイズ解析手法を応用したプラント

システムの設備診断等の技術サービスを提供しています。

轍躍幽趣纏崖錐｛瓢蹴學諜鎧
劔　　’　脇蕪　　い分野で原子力エンジニアリングに翼晒してまいります。
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プラント鶏大型水中満掃日ポット

プラント稼働中での

　　○排水池・沈澱槽清掃

　　○海水流路の除翼清掃

　　○浄水場の清掃

　　○浄水槽底部清掃

　　　　　　　　　　　　　　ぱなゴコゴおオかみヨ　

‘・

　　　　　　　　　　　　　蹴〉閣医欝く羅
1．汚濁拡散を伴わずに漫深可能

2．簡単かつ安価な二二

3．プラントや装置を停止せず、ヘドロを回収

4．膿境に優しい「汚濁水処理装置」も完備

5．軟泥・硬泥・輿など多様な回収機構

・♂q

触鯵妬
蓄熱槽・浄水機鬼・小型水中矯掃巳ポットマルチくん

・　　●　　●　　●　　●　　●　　o　　●　　●　　o　　●　　o　　●　　g　　o　　●　　●　　o　　O　　●　　●　　O　　o　　●　　．　　●　　o　　●　　・　　●　　●　　・　　■　　●　　●　　．　　■　　●　　●　　■　　o　　●　　・　　●　　●　　●　　・　　o　　●　　●　　o　　●　　●　　●　　●　　●　　．　　●　　■　　●　　■　　■　　●　　■　　●　　■　　●

＠四韻業株式会社購雛羅灘

原子力発電所用装置・機器
●試料採取設備　●自動廃液中和装置

●酸素注入装置　●ポンプ

●オンライン各種分析計器

20余年の実績と，

ノウハウの蓄積が

我々の自信です。

』匹，

　　　　窄

可搬式イオンクロマト装置

。価臼横一株

壇
二
四
．
寧

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

式
＠本　　社：〒150－8677東京都渋谷区恵比寿3丁臼43番2号（日機装ビル）

●大阪支店：〒541一θ04】大阪市中央区北浜4丁目1番21号（住友生命淀屋橋ビル8階）

●名古屋支店：〒450－0002名古麗市中村区名駅3丁§16番4号（太陽生命名駅ビル）

酵

Σピュア

オンラインイオンクロマト

装置

倉私
戦東　京（03）3443－3732

容大　阪（06）6203－3493

公名古屋（052）581－6201

HIGASH峯MURAYA隣A　P臨麗丁
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lSO　9001認証QsR－oo5富津工場　配管据付け・溶接

驕感発鞭1懸灘羅錨撫

安全・品質・コズト
お客さまの満足がモットーです

　　　　　栗電工旧株i武会社

　　　　　取締役社長田村尊信
〒108一〇〇74東京都港区高輪1－3－13

畦子究発覇のメンテナン腱設工事

圏変電所の建設工事

團土木・建築工事の施工

懸保険募集に関する業務

TEL．03－4436－8321　FAX．03－4436－6385　http：／／www．todenkogyo．cojp／

φ
第
3
5
回
原
産
年
次
大
会

環境ISO14001認証取得

　　離e昌疋駈。，域麟

ε97－028

隔
團」△B
a総A㏄繍

REOO4

環境リサイクルセンター

TEEは環境関連の総合エンジニアリング会社です。
環境調査から

環境関連施設の建設・運転・保守管理に
リサイクル商品の販売まで。

環境に関すること、何でもご相談ください。

翁輔環境エンジニアリン嬬式会社

　　　　　　〒108－8537東京都港区芝浦4丁目6番14号
　　　　　　　TEL　O3－4511・7000（代）FAX．03－4511－7699

　　　　　　　http：〃www．tee－kk．co．jp

Ad－11
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どこまでも

クオリティオリエンティッド

「クオリティ」が合い言葉です

なによりも「クオリティ」へのこだわりが私たちの原動力。

　どこまでもクオリティオリエンティッドのQ’dです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キュード

エネルギーとシステムのためのデザインとコンストラクション

株式会社東京エネシス
’「OKVO　ENεRGY＆SVS↑E醗S　INC，

取締役会長　宮田明則
取締役社長　高濱健二二

〒195－0004東京都港区新橋6－9－7
臼03－3434－G15雀　（｛℃　　表）

薮03－4253－8981　（TTNet）

http：／／wwW．qtes．cojP／

一三藷鰭礁搬；羅i蟄馨騨羅灘ii難藝蕩謬灘講7全》勢劣9う祭讐

当社は全社大でISO9001の認証を取得しております。

Ad－12



僕1訓990年に五，羊建設の識ミュニケーノヨン

キャラクターとして誕生して以未、数多くの建設

現場で砦様にお会いすることができました

これかbも自慢の大きな自で砦様の生，舌を

見つめ、長い耳で多くのこ’意晃をお聞きし、

皆様の笑顔のお役にたちたいとおもいます

これかbもよろしく、“ミスターペンタ”てす

石

響

豊かな環境を創造する

』凶▽顔 ：

●

本社棄京都文京区後脚2－2－8〒li2－8576容（03）38i6－7111

支社／蟹亨支店ノ札幌更北北薩横μ名古画大阪中箇匹圏九弼南九剃

㎜r：Pξ囲笥A

り
り
り
り
豪
察

　
　
　
　
謹
話
角
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エネルギー産業を通じて

社会に技術で貢献する。

営業品目
火力・原子力発電プラント

石、由・化掌・製鉄プラント

各種産業機械、環境対策機器

　上記設備の設計、建設、

　電気・計装工事及ひメンテナンス

㊧日本建設工業株式
本　　　　　社　　㊥104－0052

神戸支社面652－0865

　　　　　会社　　　　　　　　http〃www・・kk・・k・c・・jp

東京都中爽区月　島四丁　厨　！2番：5　号TEL　O3（3532）7151㈹
兵庫県神戸市兵庫区小松通五丁目1番16号（菱興ビル内）TEL　O78（681）6926㈹

Ad－13
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水冷媒夕一ポ冷凍機がある。

“8
夢ココに注目1　　ノンフロン、安全無害、熱効率を実現する牧世代冷凍機・

　　↓

　ランニングコスト……従来システムの1／3をめざします。

　地球環境対応…………水と電気しか使わない、クリーンな冷凍機です。

　氷蓄熱……………冷水だけでなく、氷もつくれます（氷蓄熱システム）。

　省エネルギー…………海水などが冷却水として利用でき、省工ネ運転ができます。

“環境の世紀”にふさわしい技術を提案する

三建設備：：［業撫長會肚露耀贈彗豊糠鞭聖58歯応甥1
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メ空
りゆ ﾈ一ヌ㍉

ユに
ふも

オ
フ
ィ
ス
、
工
場
、
学
校
、
病
院
・
：
。
そ
れ
ぞ
れ
の
建
物
に
は
、

も
っ
と
も
適
し
た
空
調
シ
ス
テ
ム
が
あ
り
ま
す
。

薪
菱
冷
熱
は
「
さ
わ
や
か
な
世
界
を
創
る
」
と
い
う

思
想
の
も
と
に
、
用
途
に
合
わ
せ
た
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
の

空
調
シ
ス
テ
ム
を
、
設
計
・
施
工
し
て
い
ま
す
。

バ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
豊
か
な
私
た
ち
の
空
気
の
メ
ニ
ュ
ー
か
ら
、

21

｢
紀
の
新
し
い
都
市
環
境
が
始
ま
り
ま
す
。

顔騒綴

◎新菱冷熱
SHiNRYO　CORPORA「10N

本社：甲160－85紛東京都薪宿区四谷2－4花し．03－3357－2151（代）支社：札幌・仙台・干葉・横浜・塞凄・名古屋・大阪・広島・福岡

燃料エネルギー事業部：〒220－8112横浜市西区みなとみらい2－2－1ランドマークタワー12F’TELO45－224－2890（代）

胸
の
中
で
響
き
続
け
る
空
気
。

　
ちf

コンサートホールをll㌔る。それでもまだ最後の一音が胸の中で響いている。ぐんな美しい音をあな

たの耳に運んだのは、実はホールの中の空気。ここでは空気も楽器の・．．．．一部なのです。だからその

葉鵬熱融三鴇響鵡鶴＝1〒講轟工業
畏供。高品質な空気をお局けし、あなたの感動をあと押しします。本社〒101．8321棘都刊畑区細駿河台4．2．8

あ、ここにも高砂の空気

大空間
空調技術
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原子力施設の
安全性の向上を
通じて、日本の
エネルギー問題
に取り組む
技術の東熱

東洋熱工業株式署畠1櫨
本社・東京本店　エネルギープラント事業推進部
ξ諺104－8324　東京者区中央区京橋2－5－12　餐（03）5250－4133　FAX．（03）3561－5587

東海事務所
導319－1112茨城県那珂郡東海村村松363容（029＞282－3856FAX．（029）282－3855

地球｛3空論置驚悉商r㊥

合いことばはSNk旦
、

　　　’
o

、

空気を素敵にする会社です。

人はもちろん、動物や植物、OA機器をはじめ

さまざまな機械にとっても快適な空間を追い求

め、私たちは「地球主義」というスローガンの

もと、地球全体のより良い環境づくりを目指し

ています。

、1《
④　　　　　　　　　　o

3壽》駕

　　　と　　と　　と

辱新日恋室調 〒103－002i東京都中央区日本橋本石町四丁目4番20号　三拝第二甥館　丁εし03（3279）5671
勉オμ〃ωωω，sπん．coゾP
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〃》切乙¢ 明日の原子力のために

1・劉 　　　　　』

認眉 ②

亀

國機器・設備の除染・解体・撤去

匿各種施設の運転・保守

圏原子力・化学・一般機器、装置の

　設計・製作

閣放射線計測器の点検・較正

園環境試料の分析・測定

圏各種コンピュータのメインテナンス

原子力枝術株式会社
～｛ノCムεAR　7石Cβ〈10ムOGY＆ε〈1G1〈1Eε丹’～G　OO．，Lア0．

　　　本　　　社　　茨城県那珂郡東海村村松l14卜4

　　　　　　　　TεL　　O29－282－9006

　　　東海事業所　　茨城県那珂郡東海村村松4－33

　　　　　　　　TEL　　O29－283－0420

　　　東京事務所　　東京都港区南青山7－8－1

　　　　　　　　小田急南青山ビル9F
　　　　　　　　TEL　　O3－3498－0241

　　　テクこカルセンター　茨城県ひたちなか市足崎西原1476－19

　　　　　　　　TEL　　O29－270－363i

　　　　　　　　科学技術庁溶接認可工場

　　　　　　　　　　　　　2安（原規）第518号
　　　　　　　　　　　　　2安（核規）第662号

器
第
3
5
回
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大
会

　　　TOTAL　CASK　ENGINEERING

W£CAN　PROVIDE　EV£RYTHING　ON　CASK　T£CHNOLOGY

□RESE且RCH＆∠）EレE五αME！VT

口DεSZαV（隻殴八乙4五ys孟S

口E4βRI（ン17’YαV（蜜7ES7辺VG

□0朋R、47YON（隻1励刀＞TEN／1／VCE

株式会社オー・シー・エル
本　　　社

大阪分室

六ヶ所事務所

東京都港区新橋3丁目4番5号（新橋フロンティアビル4階）
〒105－OGO4　　　TEL（03）3502－0126　　FAX（03）3502－0129

大阪市西区西本町1丁目15番8号（本町フェニックスビル6階）
〒550－0005　　　TEL（06）6538－97フ8　　FAX（06）6538－9779

青森県上北郡六ヶ所村大字尾駁字沖附4－74
〒039－3212　　　TEL（01フ5）フ1－4910　　FAX（0175）71－1071
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RANDEC

原子力施設のデコミッショニング（廃止措置）に関する総合技術の確立及びR正・研究所等廃棄物の

処分地の立地等処理処分事業に関する調査等

⑧デコミッショニングに関する試験研究、調査

㊧デコミッショニングに関する技術・情報の提供

㊧デコミッショニングに関する人材の養成

㊧RI・研究所等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に関する調査

⑧デコミッショニング及びRI・研究所等廃棄物の処理処分事業に関する普及啓発

財団法人

原子力研究バックエンド推進センター
RADIOACTWE　WASTE　MANAGEMENT　AND　NUCLEAR　FACILITY　DECOMMISSIONING　TECHNOLOGY　CENTER

φ　廃棄物事業本部

〒105－000雀東京都港区虎ノ門1－8－16第2升本ピル5階TELO3－3591－3091　FAXO3－3591－3177

命デコミッショニング技術本部

〒319一灌111　茨城県那珂郡東海三舟石川82HOO東海外材ビノレTELO29－283－3010FAXO29－287－0022

E－ma止decomi＠ra冷dec．orjp　URL：http：／／www．randec．orjp

〒
101
　1

0051

東
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都
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」◎ 論
『アトムズ・イン・ジャパン㈲J）』は、日本原子力産

業会議が編集・出版する英文月刊誌。産業界から政・

官の動きまで原子力関係のニュースを網羅し、他の経

済・産業ニュースも包括。他国の原子力関係の動きを

日本の立場から眺めた論説等も掲載し、国内外から高く

評価されている。

2001年版のrA［J』はCD－ROM版もございます。御注文

の際は下記にご運絡下さい。

藤社団法人日本原子力産慧

　　　情報・調査本部　内外動向調査グループ

　　　　東京都港区新橋1－1－13　東新ビル6F
　　　Tel：03－3508－7930（趨通）　Fax：03－3508－2094

Ad－i8



　　　　21世紀の情報化時代の　一ズ1

最先端の映像・音響システムを
　　ニ　　ニ応えられる

　　　　　　ご提供いたします。

【主な業務】

◎各種イベント用映像・音響のシステムプラン・総合レンタル

◎映像及び音響システムのオペレーション業務

◎各種イベント映像の企画・構成・演出

◎オーディオ・ビジュアルシステム商晶の販売・施工

◎オーディオ・ヒシュアルソフトの企画・制作

◎ヒデオプリント業務・テロップ制作・ビデオ編集スタジオ業務

◎国際会議・シンポジウム・学会等の，寅出

墓
第
3
5
回
原
産
年
次
大
会

原子力産業会議年次大会

10年以上にわたり、原産年次大会の映像・音響システムを担当させていただいております。 悶
3
華
廊～陥＿一一翻一　　　＿撒＿＿聯　　。＿＿隔繍＿　　　　　　　　　　．＿撫＿繍鞭翻＿＿＿徽＿＿燃

　　　　株式会社　インターナショナルクリエイティブ

本社　東京都港区芝1－5－101Cビル　丸し03－5443－7181（代）FAX　O3－5443－7191

　　　　　大阪営業所／札幌営業所／東京技術開発センター／福岡営業所／四番町オフィス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※お問い含わせは、本社齋藤まで

躍進する都市、さいたまで

　　　　快適なホテルライフを…・。

　　　　　　　　“彩の国さいたま”へ

　　　　お越しの際は是非ご利用下さい。

　　　ご宿泊をはじめ、ご宴会、ご会食に

パレスホテルの伝統と細やかなもてなしの心で

　　　　　皆様をお迎え申し上げます。

　　　　　　　　　　大宮門門ロソニックシティ　　　　　http：／／wwwpalace－omiya．cojp

⑳　　　　　パレスホテル大宮TEL．048－647・3300
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☆☆☆絶賛雪発売中☆☆☆
　　　　　　　　原産刊行物

刊行物名 発行頻度
　会員価格（＊）卿”一説”鳳P”謄齢幽営一曽一曹曽ρ魑，卿躰“w“，｝”い胃””卿願

@　非会員価烙

①原産マンスリー
　目刊
i年月回）

年間購読22，000円“P刷”｝”騨P胴蘭鞘曽幽曹圏幽●芦一一一一一一一一一一一一一一一一

N間購読44ρ00円

②Atoms　in　Japan（野饗）
　目偏
i年f2回） 年閤58ρ00円

③原子力資糾 年2回
3ρ00円r雫｝一語pr”帯静刷鴨蜘曹●一●芦幽一一■一一一冒一一一一一一一一

Uρ00円
④世界の原子力発電開発の動向
@2001年♪欠報告は5目頃刊行響～定

年1回
4，600円一一■回冒一■一一一FP”騨騨¶騨四一帽曽曽・曹幽・一・曹一一一・一

X，200円

⑤平威12年度原子力産業実態調蛮報告

@・原子力産業バイヤーズガイド
年1回

4，600円一一一■一一一■FF一”願rpr回帰騨謄曽・一幽曽■匿昌一■一■一一

X，200円

⑤原子力年鑑

@＊最新は2007／2002年版
無御回 75．540円

⑦原子力人名録

@＊最新は2002年置
年1回 7L550円

⑧原子カボケットブック

@＊最新は2001年版
年7回 5，600円

⑨放射牲物質簿の輸送法令集

@＊最新は2002年度版
74，700円

⑩動力炉燃糾・思料ガイドブック 9，800円

⑰加速器工学ハンドブック 10，000円

＊原産｛賞罰・非会員の区別が不明の際は、下記あてお問い曾わせください。

◎上：記の価絡は平威74年3目現在で、消費観を含みます。
◎①～⑤の価烙には、送料が含まれています。
◎原産マンスリー、Atoms　in　Japanは単品販売を行っておりまぜんのでご注意ください。
〈お申し込み・お闇い曾わぜ先〉　日本原子力産業物議　精報・寸寸本部

　　　　　　　　　　　　　　　干705－8605東京都港区新郎1－f－13　東新ヒコし6階
　　　　　　　　　　　　　　　TEし：03－3508－7930（直通）　　　F：AX：03－3508－2094
　　　　　　　　　　　　　　　URし：http：〃wwwJaif．◎r．jp／

　　　　　　　　＊＊＊詳しくは、原産ホームページをご覧ください＊＊＊
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お気軽に
ご相談下さい。

そん筋は、ぜひNPC躰印刷に醐旧くださし㌔私たちの醍供できるサ＿ビスは、版下づくり、鰯製

本ばかりではありません。膨大な資料の整理、講演のテープ起こし、インタビューをもとにした原稿づくりほか、企

動・ら仕上げまで、トタルにお手伝いさせていただいております．もちろん、コストダウン燗する醍案も

承ります。どうぞ、お気軽にお声をおかけください。

企画、製作、印刷、製本、発送まで、

トータルにお手伝いします。

髄静艦日本印刷株式会社盈⑩3）3833・6971（担当、萩原）
営業部／〒113〈）034東京都文京区湯島3－20－12　第2ツナシマビル　　　　　FAx　（03）3833”6883

本社／〒1・1・・2凍京翫代駆外細633　　　　罐幣鷲繍鶴留、P／
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原子力平和利用の発展をめざして

團主な活動

　㊧原子力開発政策の推進　　　　　　　㊨国際協力

　◎調査研究と情報提供　　　　　　　　⑧技術者の養成

　⑧原産年次大会／日本アイソトープ・放射線総合会議の開催

　⑳海外調査団・視察団の編成派遣

鯉地方組織

　関西原子力懇談会、中部原子力懇談会、東北原子力懇談会、

　北陸原子力懇談会、茨城原子力協議会

國研究会・セミナー

　原子動力研究会、放射線利用研究会、ワークショップ、

　放射線取扱主任者講習会、原子力関係者マネージメントセミナー、

　原子力発電所品質保証講習会、原産セミナー

團定期刊行物

　原子力産業新聞、原産マンスリー、ニュークレオニクス・ウィーク日本語版

　アトムズ・イン・ジャパン、原子力年鑑、原子力ポケットブック、

　原子力人名録、世界の原子力発電開発の動向、他

獣日本原子力産業会議
JAPAN　ATOMIC　INDUSTRIAL　FORUM

〒105・8605東京都港区新橋壌丁目1番13号

　　　　　　　　　　　　（東新ビル6階）

電話03（3508）2州　　FAX　O3（3508）2094

アジア協力センター

〒105・0001東京都港区虎ノ門1丁目7番6号

三隅舌　03　（3508）7932

　　（升本ビル3階）

FA）（　03　（3508）902唾
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　　　　　◎

　　　　　地球の大気はきわめて薄く、いわば、
　　　1
　　　　　地球をやさしく包む肌のようなもの。
　語謬
　　　　　温暖化による発熱症状、地球の肌の

“ほてり”を抑えるには、省エネルギーや新エネル

ギーとともに、CO2を排出しない原子力がよく効

きます。美しい地球を健康のまま21世紀にのこ

すために、私たちは、これからも安全で信頼でき

る原子力発電プラントを提供してまいります。

三菱重工業株式会社

本社　原子力事業本部　〒100－8315　東京都千代EB区丸の内2－5d　容（03）3212－3111　支社　関西／中部／九州／北海道／中露／東北／北陸／四国



H11ACH響
1nspfγe廿嚢e　Nex董

私
議
ち
の
使
っ
て
い
る
電
気
の
t
／
3
は

原
子
力
で
つ
く
ら
れ
て
い
る
っ
て
ホ
ン
ト
？

義
　
　
●

酬・

謠
�
ﾅ

綴鋤醗璽

、
．
謹

　
　
　
　
野
詞

◎
　
　
　
萬
、

翻

、継・

安定したエネルギーを確保するために

　　日立の技衛が貢献します。

一鍵立を見れば未来がわかる一

立原子力発電設備圏

　　　　　　　　　　　　　　　　お問い合わせば＝電力・電機グループ　原子力事業部　〒101－8010東京都干代田区神田駿河台四丁冒6番地

＠株式会社日立製作所灘偶lll珊1薇1，轟鼎織鰻讐1欄齢論誹ll猫襯1鼎3）321塾1111●
　　　　　　　　　　　　　　　　四国（087）831－2111・九州（092）852－i111　　■日立原子力ホームページhttp＝〃www．hitachi．cojp！Div／power1

発行　社団法人　日本原子力産業会議　〒105－8605

　　　TeLO3－3508－2411

印刷　日本印刷株式会社

東京都港区新橋1－1－13東新ビル6階


